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（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）は２
月27・28日、東京・市ヶ谷のホテルグランド
ヒル市ヶ谷で令和５年度会員団体事務局長等
会議を開催した。全浄連の各会員団体への情
報伝達ならびに意見交換を目的とした会議で、
行政動向や予算について最新情報の提供が
あったほか、全浄連が策定を進める「浄化槽ビ
ジョン」の検討状況、令和６年能登半島地震に
係る支援、浄化槽設備士研修会の実施などにつ
いても報告があった。

初日の冒頭で上田勝朗会長は、令和６年能登
半島地震の支援活動に触れ、（公社）富山県浄
化槽協会会長という立場からも復旧に全力を
尽くしていることを説明しつつ、「環境省の依
頼を受け、２月16日より浄化槽の復旧相談に係
るコールセンターを開設した。市町村とすり
あわせが必要な部分があるため、現時点では寄
せられた相談全てに明確に回答できている状
況ではないが、可能な限り対応し、また記録も
残しながらこの経験を次につなげてまいりた
い。併せて今、全浄連として募金のお願いもさ

せていただいているが、今後もいつどこで災害
が起きるか分からない。他人事と考えずにで
きる限りの支援を改めてお願いしたい」と全浄
連としての活動について述べた。
また被災地の汚水処理については、「震災で
下水道が被災し、報道によれば新しく作り直さ
なければならないほど被害が深刻な地域もあ
ると聞く。汚水処理施設の復旧に下水道でな
く浄化槽という声も聞いており、１月31日に浄
化槽推進議員連盟の先生方に、市町村の意向を
よく聞き、必要があれば対応していただきたい

というふうに要望した」「一方で、今
回の震災では浄化槽の被害も多く、液
状化しやすい地域における浄化槽の施
工のあり方というものも提言する必要
がある。全浄連は下水道と浄化槽のベ
ストミックスということを言い続けて
きた。下水道、浄化槽のどちらかだけ
ということではなく、適材適所で生活
排水処理を進めていかなければならな
い。そしてまた浄化槽の信頼性を向上
し、住民の方が浄化槽で良かったと言
えるような環境づくりに今後も努めて
まいりたい」と考えを述べた。

令和5年度全浄連会員団体事務局長等会議を開催
浄化槽ビジョンの検討状況や震災支援活動など報告

上田勝朗会長

1日目会議の様子
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災害対策の観点から災害対策の観点から  
　　　　台帳整備を要請　　　　台帳整備を要請

次いで関係省からの講演があり、環境省浄化
槽推進室の沼田正樹室長が「浄化槽行政の最近
の動向について」、総務省準公営企業室の村田直
也課長補佐が「公営企業としての下水道事業の
現状と課題」、国土交通省建設業課の國時正博課
長補佐が「建設業に関する最近の話題」について
説明した。
このうち沼田室長は、上田会長が触れた能登
半島地震について重ねて説明し、「非常災害が
発生した場合、都道府県や市町村を含め、各県
の指定検査機関、浄化槽団体を中心に、平時よ
り浄化槽をサポートする体制をつくることが何
よりも重要。また今回の震災でも浄化槽台帳の
重要性を痛感しているところであり、日々の更
新の仕方も含めて各県で考えていただけたら」
と求めた。
環境省の調査によると能登半島に浄化槽は
１万9000基あり、このうち3000基が市町村設
置、１万6000基が個人設置型とされている。し
かし空家等、使われていない浄化槽も多数含む
と予想され、この部分が不正確であれば今後の
被害額推計、予算確保に影響し、結果的に復旧
作業に遅れを生じさせかねないという。
また浄化槽の課題としては他に単独処理浄化
槽の合併転換があり、これについては「合併転
換のみ実施することは管理者にとってハードル
が高い。介護リフォーム、二世帯化、中古物件
への移住など建て替えニーズを捉えて合併転換
することが重要」と述べ、浄化槽と健康福祉関連
の他分野連携の事例を紹介した。
さらに総務省が２月９日に公表した「浄化槽
行政に関する調査結果」で、改正浄化槽法で規定
された特定既存単独処理浄化槽に対する措置等
について勧告があったことに触れ、清掃・保守
点検や法定検査結果の活用、浄化槽台帳の整備
など検討会を設置し、今夏頃までに取りまとめ
を行う方針を示した。

また村田
課 長 補 佐
は、地方公
営企業法に
おける公営
企業という
観点から下
水 道 事 業
（浄化槽を
含む）につ
いて説明し
た。独立採
算、雨水公
費・汚水私
費の原則、
整備に係る
地方財政措
置 と と も
に、人口減
少や水道需
要の減少に
よる使用料収入の減少、地方において低迷する
経費回収率と、施設老朽化の状況、下水道に関
わる職員数の減少など、下水道事業が置かれた
状況が極めて厳しいことを示した。
こうした状況から総務省では経営改革の取り
組みを進めており、村田課長補佐は①公営企業
の経営戦略の策定および改定②公営企業会計の
適用③広域化・共同化の取り組みについて順に
説明していった。
また2050年カーボンニュートラルを受けて
公営企業においても脱炭素化を推進する必要が
あるとし、太陽光発電の導入や車両の EV化、
下水道処理施設における再生可能エネルギーの
導入、汚泥の利活用等の取り組みに対する支援
策を紹介した。
國時課長補佐は、主に建設業における働き方
改革、担い手確保に係る国交省の取り組みにつ
いて説明した。
平成22年度に一度落ち込んだ建設投資額が
反転増加する中、建設業者数は平成11年度から

沼田正樹室長

村田直也課長補佐
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約21％減少
した47万業
者、建設業
就業者数は
平成９年か
ら約30％減
少 し た479
万人まで落
ち込んでい
ることが示
された。

一方で建設業の就業状況は、通常は４週８休
のところ４週６休程度が最多を占め、週２日の
休みが確保されていない、いわゆる「きつい」職
場であり、また有資格者の高齢化が進み、担い
手の処遇改善と働き方改革、生産性向上を一体
的に進める必要があると説明した。
このために国交省が実施しているのが新・担
い手三法に基づく取り組みで、品確法、建設業
法、入契法の一体的改正となる。國時課長補佐
は工期の適正化、週休２日工事の実施などのほ
か、賃金上昇を実現する環境整備として労務費
の適正化、ダンピング対策などを取り上げた。

浄化槽設備士講習等の 浄化槽設備士講習等の 
オンデマンド化方針説明オンデマンド化方針説明

講演後は（公財）日本環境整備教育センター
から「令和６年度以降の講習・試験の電子化」に
ついて報告があった。

日本環境
整備教育セ
ン タ ー で
は、受講者
数の減少に
伴い、国土
交通省およ
び環境省と
協議の上で
受講料の一
部改訂を実

施したところだが、事業運営の効率化と政府の
電子化推進への対応を踏まえ浄化槽設備士講習
を令和６年度、浄化槽管理士講習を同７年度か
らオンデマンド講習に切り替えるとの方針を明
らかにした。
講習はビデオ教材にて行い、講習期間後の考
査のみ従来どおり紙ベース、対面式で実施する
という。
その後、オンデマンド講習の申請から講習、
試験までのスケジュールと、講習中は顔認証機
能によってなりすましによる不正受講を防ぐ機
能が実装されることや、講習システムの使い方
（申請方法等）、必要な書類の提出方法などが説
明された。

懇親会を盛大に開き 懇親会を盛大に開き 
関係省、団体から来賓多数関係省、団体から来賓多数

この後は午後５時から懇親会を開催した。会
議に続き多くの会員とともに関係省、関係団体
から多数の来賓が出席した。
懇親会の冒頭で上田会長は、「今、全浄連では
新たな浄化槽ビジョンの検討会議を開催してい
る。特に策定したビジョンを実行していける若
い人たちに参画していただきながら、国土交通
省、環境省、農林水産省、総務省の縦割りに関係
なく、生活排水を浄化槽で処理していく場合に
どのようなことが必要か、あるいはどのような
ことができるのか、将来の夢も語っていただき
ながら、そして否定的な意見は出さないという
ようなことをお願いしながら月１回程度のペー
スで続けている。それが、徐々に今できあがっ
ている。今後はこのビジョンを次年度の計画、
５年、10年の中長期計画に向けた指針のような
ものにしたいと考えており、次の総会には皆様
にお示ししたい」「また私どもも災害を経験し、
それを踏まえた提案などもしてまいりたい。一
般の方に浄化槽にもっと関心を持っていただ
き、使っている方が我々を信頼していただける
ように、浄化槽の新たな役割を発信したい。本
日のこの交流の場では、お互いに声を掛け合い

國時正博課長補佐

教育センターの加藤裕之氏
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ながら積極的に情報交換などしていただけれ
ば」と挨拶した。
乾杯の発声には（公財）日本環境整備教育セ
ンターの由田秀人理事長が立ち、「昭和50年か
ら特定環境保全公共下水道と農業集落排水施
設が整備され始めたが、それ以前は都市近郊で
は全ばっ気浄化槽、田舎は全ばっ気も下水道も
なし。そして高度経済成長期の後、田舎から都
市部に人が集まり、そこで孫が生まれるわけだ
が、その孫が田舎のくみ取り式トイレを嫌い、
帰ってこないということで社会問題のように
なった。ここでなぜ下水道が選ばれたかと言
えば、当時は合併処理浄化槽は主流でなく、全
ばっ気の浄化槽の水質があまり良くなかった
ところに原因があると考えている。しかし今
となっては当時の下水道事業の計画実現は危
うく、また地震などの災害も頻発し始めた。浄
化槽の重要性が増しつつあり、これを集合処理
から個別処理への転換につなげていかなけれ
ばならない。私はそのカギはデジタル化にあ
ると考えている。デジタル技術を活用して浄
化槽が社会により良い形で評価いただけるよ
う、皆様の一層のご発展を祈念したい」と述べ
杯を掲げた。
この後、参加者は午後6時半まで相互に懇親
を深めた。

新たな「浄化槽ビジョン」の 新たな「浄化槽ビジョン」の 
　　　　　検討状況を報告　　　　　検討状況を報告

会議の２日目は、まず汚水処理施設の概成や
脱炭素など新たな課題に向けて策定中の「浄化
槽ビジョン」の検討状況について報告があった。
浄化槽ビジョンは、中長期的な浄化槽のあり
方、今後クリアすべき課題、将来像などを全浄
連が独自に取りまとめるもので、平成19年に環
境省が策定した「浄化槽ビジョン」とは別のもの
となる。
浄化槽の施工から維持管理まで、幅広い会員
を擁する全浄連が、目前に迫る汚水処理施設の
令和８年度概成の期限を見据え、令和５年度か
ら有識者等
を集め検討
を進めてい
た。
報告は同
ビジョン検
討会の委員
長を務める
常葉大学の
小川浩名誉
教授から行

事務局長等会議としてはコロナ禍以降、初の立席での開催となった

乾杯に当たり祝辞を述べる由田

理事長

小川浩名誉教授
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われ、まず既設単独処理浄化槽の合併転換、浄
化槽台帳の整備、浄化槽の PR強化、法定検査受
検率の向上、集合処理から個別処理への見直し
推進といったすでに取り組まれている積み残し
課題が５項目。さらに今後は、担い手不足、災
害の頻発化・激甚化、脱炭素化など近年の社会
的課題を捉え、人材確保や災害対応型浄化槽の
導入、新たな付加価値の創出、汚泥濃縮車の導
入、既設浄化槽への間欠ばっ気の導入などにつ
いても検討する必要があるのではないかと、ビ
ジョンに盛り込むべき骨子を説明した。

浄化槽の適正普及、担い手確保 浄化槽の適正普及、担い手確保 
脱炭素、付加価値創出など脱炭素、付加価値創出など

想定する内容としては、既設単独処理浄化槽
の合併転換では人口減少や高齢化に伴い、転換
を促す施設を明確化する必要性と、公共施設に
おける転換の強化、防災や福祉、J クレジット
など転換メリットの明確化、具体的な転換基数
目標の設定などを挙げた。
浄化槽台帳の整備では、台帳整備の目的を明
確化し、長寿命化対策につなげることや、DX
によって防災、福祉対策等と組み合わせること
ならびに法定協議会の設立促進の必要性を挙げ
た。
法定検査受検率に関しては、受検率向上に寄
与する指定採水員制度、一括契約の実施、検査
に対する理解の格差をなくすことなどが必要と
した。
また新たな課題のうち、災害対応型浄化槽の
導入は、災害協定の締結、締結後の連携体制の
強化、避難所に設置する浄化槽の人槽算定方法
確立、地上設置型移動式浄化槽の開発・導入を
列挙。付加価値創出は遠隔監視システムやディ
スポーザー、槽内状況把握のためのスマートセ
ンサーなどを挙げた。
汚泥濃縮車は清掃作業の効率化・脱炭素化に
資するものだが、車両価格が高額なため補助制
度が導入できないか検討が必要、間欠ばっ気の
導入も維持管理費の低減に資するものだが、浄

化槽の認定に関わるため場合によっては制度改
正が必要になると課題を説明した。
ビジョンはまだ取りまとめに向けた段階で、
引き続き脱炭素化、浄化槽の多様化等について
も検討する。

浄化槽設備士研修会開催や 浄化槽設備士研修会開催や 
能登半島地震支援など報告能登半島地震支援など報告

会議ではこのほか、全浄連が制度化を働きか
けている「浄化槽設備士研修会」の先行実施、令
和６年能登半島地震に係る全浄連の対応、環境
省「浄化槽システムの脱炭素化推進事業」の令和
６年度実施見込み、浄化槽トップセミナーの開
催結果についても報告した。
浄化槽設備士研修会は、浄化槽の適正な施工
確保、浄化槽設備の資質向上を図るもので、全
浄連では実現に向けて関係省等に継続的に要望
を行っている。浄化槽設備士資格は更新制度が
なく、また資格取得者は全国に９万人いるもの
の65歳以上
が58％を占
めるなど実
態が不透明
な状況にあ
ることが課
題となって
いる。資格
者の技術の
アップデー
トのために
も設備士研
修会の制度
化を求めて
おり、今回
の 会 議 で
は、国土交
通省後援の
もと、３月
26日にさい
たま市の埼

全浄連事務局の渡辺局長

全浄連事務局の平川氏
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玉会館で先
行的に研修
会を行うと
明かした。
参加費は
１万円（テ
キスト代込
み）で、定員
は 対 面50
名、リモー
ト参加50名

の計100名とした。
令和６年能登半島地震に係る対応は、発災直
後から行ってきた環境省との支援に関する打
ち合わせの概要と、被災地の会員らの協力を受
け実施した現地調査、環境省の要請を受け設置
したコールセンターの業務について報告した。
能登半島の過酷な被災状況とともに、改めて
浮き彫りになった浄化槽台帳整備の必要性、ま
たこれまで災害に強いと言われてた浄化槽も
浮上被害を受け、地理的条件、あるいは施工条
件によっては必ずしも強いとは評価できない
実態があることを説明した。

浄化槽脱炭素化推進事業は 浄化槽脱炭素化推進事業は 
令和６年度も 18 億円確保令和６年度も 18 億円確保

浄化槽トップセミナーは、令和５年度は10月
26日に栃木県のライトキューブ宇都宮で「浄化
槽トップセミナー栃木」、１月19日に鹿児島市
のホテル自治会館で「浄化槽トップセミナー鹿
児島」の２カ所で開催したことを報告した。
令和６年度も開催に向け動く方針で、事業の
受託へ関係者と協議を行っていく。
また浄化槽システムの脱炭素化推進事業は、
令和６年度も18億円の予算で実施することと
なっており、対象事業は令和５年度と同じく①
設備等の省エネ改修②槽本体の交換③同時に
実施する再生可能エネルギー設備の導入－－－－
について1/2補助を行うと説明した。
執行団体の選定後、令和６年度事業の実施準
備に入るとしたが、温室効果ガス排出削減量に
対する事業費（費用対効果）は引き下げ（要件強
化）の可能性があると付け加えた。
説明後は参加者から質疑を受け付け、２日間
の日程を終えた。

全浄連事務局の昇常務理事

２日目会議の様子
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　令和6年春の叙勲および褒章がこのほど発令し、（一社）大阪府環境水質指導協会
副会長の野出英夫氏（大阪府柏原市、70歳）に旭日単光章が贈られた。
　旭日章は「社会の様々な分野における功績の内容に着目し、顕著な功績を挙げた
者」に授与される。

令和 6 年春の叙勲

野出英夫氏に旭日単光章

（一社）全国浄化槽団体連合会は、令和６年
能登半島地震の被災地支援の一環として、環
境省の要請を受けて２月16日から被災浄化
槽の復旧に係るコールセンターを開設した。

コールセンターでは、石川県内において浄
化槽が被災した住民の方からの相談窓口を一
元化するとともに、被害状況調査から復旧工
事の実施に関する支援を一体的に進め、浄化
槽の早期復旧を図ることを目的としている。
具体的には住民の方から調査の希望を受け
付け、調査に関する相談や調査業者の手配実
施と、浄化槽の使用可否、今後の調査・復旧工
事に関する問い合わせ・相談について説明を
行う。工事自体は住民から業者に依頼するこ
とを想定している。

開設当初は問い合わせが殺到し、浄化槽、ト
イレが使用可能かどうかの相談が最も多く寄
せられていた。

被災浄化槽の復旧・相談コールセンター開設
令和 6 年能登半島地震で 2 月 16 日から
能登半島地震により被災した浄化槽の復旧に係るコールセンター 概要

①コールセンターの概要
コールセンターの設置により、石川県内の浄化槽が被災した住民の方からの浄化槽の復旧に係る相談窓口を一元化する

とともに、被害状況調査から復旧工事の実施に関する支援を一体的に進め、浄化槽の早期復旧を図るもの。

②コールセンターの具体的内容
１．被害状況の調査に関する希望受付・問い合わせ等

住民の方からの調査の希望を受け付け、調査に関する相談や調査業者の手配等を行う（調査は、全浄連・石川県浄化槽
協会等において実施）。
浄化槽の使用の可否や、今後の調査・復旧工事等に関する問い合わせ・相談などに対して分かりやすく説明を行う。

２．復旧工事に関する問い合わせ等
復旧工事等の問い合わせ・相談等を行う（工事は、住民の方から業者に依頼）。
復旧工事に係る市町への補助金申請手続等の説明を行う。

【コールセンターへのお問い合わせ窓口（２月１６日より開始）】
下記窓口へお問い合わせください。
電話：0120-326-121（フリーダイヤル） 受付時間：9:00〜17:30（日曜祝日除く）
メール：noto@zenjohren.or.jp

環境省 業務発注

浄化槽の復旧に係る
相談窓口の一元化

コールセンター設置

実施体制イメージ

全国浄化槽
団体連合会
（全浄連）

地震により浮き上がった浄化槽
（画像は七尾市内の例）

問い合わせ

説明、案内

【担当連絡先】
環境省 災害廃棄物対策室
03-5521-8358

能登半島地震により被災した浄化槽の復旧に係るコールセンター 概要

①コールセンターの概要
コールセンターの設置により、石川県内の浄化槽が被災した住民の方からの浄化槽の復旧に係る相談窓口を一元化する

とともに、被害状況調査から復旧工事の実施に関する支援を一体的に進め、浄化槽の早期復旧を図るもの。

②コールセンターの具体的内容
１．被害状況の調査に関する希望受付・問い合わせ等

住民の方からの調査の希望を受け付け、調査に関する相談や調査業者の手配等を行う（調査は、全浄連・石川県浄化槽
協会等において実施）。
浄化槽の使用の可否や、今後の調査・復旧工事等に関する問い合わせ・相談などに対して分かりやすく説明を行う。

２．復旧工事に関する問い合わせ等
復旧工事等の問い合わせ・相談等を行う（工事は、住民の方から業者に依頼）。
復旧工事に係る市町への補助金申請手続等の説明を行う。

【コールセンターへのお問い合わせ窓口（２月１６日より開始）】
下記窓口へお問い合わせください。
電話：0120-326-121（フリーダイヤル） 受付時間：9:00〜17:30（日曜祝日除く）
メール：noto@zenjohren.or.jp

環境省 業務発注

浄化槽の復旧に係る
相談窓口の一元化

コールセンター設置

実施体制イメージ

全国浄化槽
団体連合会
（全浄連）

地震により浮き上がった浄化槽
（画像は七尾市内の例）

問い合わせ

説明、案内

【担当連絡先】
環境省 災害廃棄物対策室
03-5521-8358
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参議院予算委員会で３月15日、公明党浄化槽
整備推進議員懇話会会長を務める秋野公造参議
院議員は令和６年能登半島地震における汚水処
理施設の復旧方法について質問した。答弁には
岸田文雄総理が立ち、国土交通省に設置した上
下水道地震対策検討委員会で下水道から浄化槽
への転換も含めた持続可能な上下水道事業のあ
り方について検討する旨の説明があった。

この質問は災害によって被災した汚水処理
施設を復旧する際、下水道から浄化槽というよ
うに、他の手法へ切り替えることができない制
度上の問題を受けたもの。災害復旧事業では
必ずしも原形復旧する必要はないとされてい
るが、対象は公共土木施設に限られ、基本的に
は道路や橋梁の効率的な付け替えなどが想定
されている。また非常時において早期にイン
フラを復旧する必要がある中、改めて計画策
定、合意形成などを図るのは現実的に困難とい
う問題もある。
しかし日本は人口減少社会に突入し、集合処
理事業の着手時と財政状況等が大きく変わっ
てしまった地域が全国に多く存在する。安易
に原形復旧を図ってしまえば、公費によって赤
字事業を復旧させ、公費によって赤字を補填す
るような構図を生み出しかねない。
秋野議員は参議院予算委員会において「一般
論として人口密度が低い地域では浄化槽の方
が経済的と言われている。能登半島地震では
下水道、浄化槽ともに被害を受け、これから復
旧していくことになるが、それは早期に浄水
（汚水処理）機能を復旧させることと、将来に向
けた本復旧という両方の問題があると考えて
いる。本復旧に当たっては事務的に下水道地
域だから下水道事業とならないように、復旧後

の地域の状況を見据えた
適切な汚水処理手法が選
択されるよう、国がしっ
かり主導すべきではない
か」と質問した。
これに対して岸田総理
は「上下水道施設の被害
は甚大であり、特に管路
調査に時間を要している。
緊急復旧によって奥能登
地域においても年度末までに給水・排水機能
が確保できる見通しだが、本復旧には持続可能
で災害に強いまちづくりの視点を持って、集落
排水事業を含めて上下水道一体で取り組んで
いくことが必要と考えている。４月より上水
道事業を国土交通省に移管し、上下水道行政を
一元化したところであり、国交省に “ 上下水道
地震対策検討委員会 ” を設け、こうした論点に
ついて議論を開始した。能登地方の特性、地域
の意向を踏まえつつ、先ほどの検討会で考えを
取りまとめ、下水道から浄化槽への転換も含め
た復旧のあり方について地域と一体となって
議論してまいりたい」と考えを述べた。
秋野議員は過去の東日本大震災時にも同様
の質問を行っており、その際、「公共土木施設
以外の施設を代替施設として整備することが
できるとの規定を追加すべきではないか」と求
めていた。

能登被災地の汚水処理手法選択で岸田総理答弁
秋野公造懇話会会長が予算委で質問

公明党・秋野公造参
議院議員
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（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）は11
月29日まで、環境省「令和６年度浄化槽システ
ムの脱炭素化推進事業」の対象事業の公募を開
始した。同事業は30人槽以上の中・大型浄化
槽の機器交換、あるいは本体交換に1/2補助を
行うもので、エネルギー効率に優れた高効率機
器の導入や、老朽化した浄化槽を最新の省エネ
型浄化槽へ交換することによって、浄化槽分野
における温室効果ガス排出削減を図ることが目
的。再生可能エネルギー設備の導入も補助対象
で、極めて投資効果の高い補助事業となってい
る。

補助対象となる事業は具体的に、30人槽以上
の既設合併処理浄化槽について、①高効率ブロ
ワおよびブロワの稼働時間を削減可能なタイ
マーやインバーター装置の導入によって二酸
化炭素排出量を20％以上削減する事業（＝機器
改修事業）②槽本体を先進的な省エネ型浄化槽
へ交換することによって二酸化炭素排出量を
46％以上削減できる事業（＝本体交換事業）③
機器改修事業または本体交換事業と同時に再
生可能エネルギー設備（太陽光発電や蓄電池
等）を導入する浄化槽システムの脱炭素化に資
する事業――となる。
補助対象者は地方公共団体、民間企業、学校
法人や医療法人、団体などと幅広い。
また再生可能エネルギー設備の導入は令和
４年度から対象に加わった新たな事業だが、再
生可能エネルギー設備の導入によって削減し
た二酸化炭素排出量も省エネ改修事業の20％
要件、本体交換事業の46％要件から差し引くこ
とが可能なほか、例えば建物の使用電力をまか
なう太陽光発電システムのうち、浄化槽での使
用相当分の費用を按分して補助を受けること

も可能となっている。
ただし補助対象となる事業費は一定の基準
が設けられており、機器改修事業の場合で二酸
化炭素排出削減量1t あたり事業費７万円（令和
５年度８万円）、本体交換事業の場合で同事業
費10万円となっている。二酸化炭素排出削減
に寄与しない付帯工事の経費がかさむ場合な
ど、事業費に対して二酸化炭素排出削減量が少
ない場合は、総事業費に対する1/2補助でなく、
基準額に対する1/2補助が適用される。
太陽光発電システムは、あくまで浄化槽の脱
炭素化に資することが目的で、売電を行う場合
や、浄化槽の消費電力を超過した発電設備は対
象外。
令和５年度は同事業によって年間2296.1t

（CO2換算）の温室効果ガス排出量削減に貢献し
た。実施事業数は、機器改修事業で222件（補助
額３億2294万円）、本体交換事業で36件（同
４億4664万円）、再エネ設備導入事業で３件
だった。
また浄化槽所有者において二酸化炭素排出
削減量や基準額、対象設備の判断が難しい場合
は全浄連、または各都道府県ごとの受付団体が
相談を受け付ける。詳しくは全浄連ホームペー
ジ（https://www.zenjohren.or.jp）に掲載する公
募要領記載の連絡先まで。

令和６年度脱炭素化推進事業を11月29日まで公募
老朽浄化槽の機器改修や本体交換、再エネ設備導入に１／２補助
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執行団体：一般社団法人全国浄化槽団体連合会

https://www.zenjohren.or.jp

TEL : 03 ‒ 3267 ‒ 9757
FAX : 03 ‒ 3267 ‒ 9789

MAIL : inquirydcb@zenjohren.or.jp

補助事業の申請について

執行団体　一般社団法人 全国浄化槽団体連合会

公募期間：令和6年4月23日～11月29日

2024年4月　

1．必要書類
（一社）全国浄化槽団体連合会のホームページより、申請書類の様式をダウンロー
ドしてご使用ください。
（1）事業、（2）事業、（3）事業それぞれの事業で、必要な書類が一部異なるので注意のこと

2．募集期間
令和6年４月23日～令和6年１１月29日必着
（各都道府県受付団体にて受理されること）

３．申請方法
各都道府県の受付団体にファイル綴じにした正本・副本各１部を提出
さらに上記ファイルとは別にデータをメールにて提出
（各都道府県の受付団体は（一社）全国浄化槽団体連合会のホームページで確認の
こと）

4．申請時の注意事項
1）申請は対象となる浄化槽１基ごとに行う必要があります。同じ申請者が複数の
施設を申請する場合も同様です。

2）過去に二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を利用して機器の更新を行
い、本年度に同一浄化槽の別の機器について申請しようとする場合には、あらか
じめ申請書にその旨を記載する必要があります。

3）法人・団体による申請については代表者名で行う必要があります。代表者によら
ずに申請を行う場合は、その者に決裁権があることを示す書類（社内規則等）を
添付するか、代表者による委任状を添付してください。

二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金
（浄化槽システムの脱炭素化推進事業）

令和6年度
環境省

公募要領

事業実施に
必要な経費 を補助

１
２

節電対策
補助金を利用した浄化槽
機器の節電対策で、電気料
金を節約しましょう！

地球温暖化対策のために
浄化槽の機器を見直して
二酸化炭素排出量の削減
に取組みましょう！

脱炭素化
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次の各事業が補助対象となります。
但し（3）の事業は、（1）又は（2）の事業と併せて実施する場合にのみ対象となります。

※下記に該当し、全ての必要書類を提出できる浄化槽所有者が対象となます。

・民間企業（個人事業主を含む）
・独立行政法人（国立大学法人、公立大学法人を含む）
・一般社団法人、一般財団法人（公益法人を含む）
・都道府県、市町村、特別区及び地方公共団体の組合
・地方自治法第260条の2第1項に基づき認可を受けた地縁による団体
・集合住宅・住宅団地等の自治会・管理組合など（任意団体を含む）
・学校法人、医療法人、社会福祉法人など
・法律により直接設立された法人
・過去に交付規程に違反したことがない者
・その他環境大臣の承認を経て全浄連が認める者

申請者の要件

先進的省エネ型浄化槽への交換事業

• 30人槽以上の既設合併処理浄化槽に付
帯するブロワやポンプ等の電動機器を、最
新型の高効率機器に入れ替えるほか、運転
時間を効率的に削減するなどして、年間消
費電力量（CO2排出量）を20％以上削減
する改修事業

•30人槽以上の既設合併処理浄化槽から
最新の省エネ型浄化槽へ交換することに
よって、年間消費電力量（CO2排出量）を
46％以上削減する交換事業
•処理対象人員を減らして浄化槽を小型化
することによって消費電力を削減するこ
とも対象になるので、学校など児童・生徒
数が減少している施設などは特に有効

•上記（１）又は（２）の事業と併せて実施する再生
可能エネルギー（太陽光発電など）の導入事業
•再生可能エネルギー設備は（１）又は（２）の事業に
より改修又は交換した浄化槽で必要とされる電力
量を賄うもので、平時及び災害時にその浄化槽で
自家消費することが可能なものであること。
•その他導入のための要件が定められていますの
で、詳細は（一社）全国浄化槽団体連合会にお問
い合わせ下さい。

2

・この補助事業は、申請者(補助事業者)が今後も浄化
槽を使用していく上で発生する消費電力を削減する
ことによって、二酸化炭素の排出量を抑制することを
目的としています。

　補助金を利用して更新した機器等には、一定期間勝
手に処分できないなどの制限があるので、数年以内
に浄化槽（建物を含む）の譲渡や売却あるいは取壊し
などが予想される場合には、特に慎重に検討してくだ
さい。

・本補助金は単年度予算で実施されるものであり、
複数年度にわたる事業計画については対象外とな
ります。

・補助金の交付決定を受ける前に行われた物品の購
入や契約を交わした経費等については補助金の交付
対象とはなりません。

・（1）事業と（2）事業の併願はできません。但し（3）事業
については（1）事業あるいは（2）事業と併願での申請
となります。

・平成29年度から令和5年度に実施された二酸化炭
素排出抑制対策事業等補助金によって既に機器類
の更新を行った浄化槽については、本補助金を利
用して浄化槽本体の入替え更新を行うことはできま
せん。

補助金の交付決定を受けた申請者は「補助事
業者」として、補助金の対象事業として認められ
た「補助事業」を円滑に実施する責務を負う。
（交付規程第8条の9）

補助事業の実施に当たっては、各種法令、規則を遵
守し、適正に事業を実施することが求められるほか、
下記のような責務が発生します。

・補助事業完了日の属する年度の終了後３年間、事
業報告書を提出しなければならない。（年1回計3
回、交付規程第16条）

・補助事業により取得した財産について取得財産等
管理台帳を備え、当該取得財産に浄化槽システ
ムの脱炭素化推進事業で取得したものである旨を
明示すること。（交付規程第8条の13,様式第10）

・単価50万円以上の取得財産には、15年間の処分
制限が発生する。(交付規程 第8条の14) 

・補助事業の完了後、環境省が実施する「エネル
ギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業」にお
いて、環境省（環境省から委託を受けた民間事業
者）から調査の要請があった場合は、当該調査に
協力し、必要な情報を提供すること。（交付規程第
８条の17）

補助事業者の責務補助事業を検討するにあたっての注意点

（1）最新型の高効率機器への改修事業

（2）先進的省エネ型浄化槽への交換事業

（3）再生可能エネルギー設備の導入事業
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次の各事業が補助対象となります。
但し（3）の事業は、（1）又は（2）の事業と併せて実施する場合にのみ対象となります。

※下記に該当し、全ての必要書類を提出できる浄化槽所有者が対象となます。

・民間企業（個人事業主を含む）
・独立行政法人（国立大学法人、公立大学法人を含む）
・一般社団法人、一般財団法人（公益法人を含む）
・都道府県、市町村、特別区及び地方公共団体の組合
・地方自治法第260条の2第1項に基づき認可を受けた地縁による団体
・集合住宅・住宅団地等の自治会・管理組合など（任意団体を含む）
・学校法人、医療法人、社会福祉法人など
・法律により直接設立された法人
・過去に交付規程に違反したことがない者
・その他環境大臣の承認を経て全浄連が認める者

申請者の要件

先進的省エネ型浄化槽への交換事業

• 30人槽以上の既設合併処理浄化槽に付
帯するブロワやポンプ等の電動機器を、最
新型の高効率機器に入れ替えるほか、運転
時間を効率的に削減するなどして、年間消
費電力量（CO2排出量）を20％以上削減
する改修事業

•30人槽以上の既設合併処理浄化槽から
最新の省エネ型浄化槽へ交換することに
よって、年間消費電力量（CO2排出量）を
46％以上削減する交換事業
•処理対象人員を減らして浄化槽を小型化
することによって消費電力を削減するこ
とも対象になるので、学校など児童・生徒
数が減少している施設などは特に有効

•上記（１）又は（２）の事業と併せて実施する再生
可能エネルギー（太陽光発電など）の導入事業
•再生可能エネルギー設備は（１）又は（２）の事業に
より改修又は交換した浄化槽で必要とされる電力
量を賄うもので、平時及び災害時にその浄化槽で
自家消費することが可能なものであること。
•その他導入のための要件が定められていますの
で、詳細は（一社）全国浄化槽団体連合会にお問
い合わせ下さい。

2

・この補助事業は、申請者(補助事業者)が今後も浄化
槽を使用していく上で発生する消費電力を削減する
ことによって、二酸化炭素の排出量を抑制することを
目的としています。

　補助金を利用して更新した機器等には、一定期間勝
手に処分できないなどの制限があるので、数年以内
に浄化槽（建物を含む）の譲渡や売却あるいは取壊し
などが予想される場合には、特に慎重に検討してくだ
さい。

・本補助金は単年度予算で実施されるものであり、
複数年度にわたる事業計画については対象外とな
ります。

・補助金の交付決定を受ける前に行われた物品の購
入や契約を交わした経費等については補助金の交付
対象とはなりません。

・（1）事業と（2）事業の併願はできません。但し（3）事業
については（1）事業あるいは（2）事業と併願での申請
となります。

・平成29年度から令和5年度に実施された二酸化炭
素排出抑制対策事業等補助金によって既に機器類
の更新を行った浄化槽については、本補助金を利
用して浄化槽本体の入替え更新を行うことはできま
せん。

補助金の交付決定を受けた申請者は「補助事
業者」として、補助金の対象事業として認められ
た「補助事業」を円滑に実施する責務を負う。
（交付規程第8条の9）

補助事業の実施に当たっては、各種法令、規則を遵
守し、適正に事業を実施することが求められるほか、
下記のような責務が発生します。

・補助事業完了日の属する年度の終了後３年間、事
業報告書を提出しなければならない。（年1回計3
回、交付規程第16条）

・補助事業により取得した財産について取得財産等
管理台帳を備え、当該取得財産に浄化槽システ
ムの脱炭素化推進事業で取得したものである旨を
明示すること。（交付規程第8条の13,様式第10）

・単価50万円以上の取得財産には、15年間の処分
制限が発生する。(交付規程 第8条の14) 

・補助事業の完了後、環境省が実施する「エネル
ギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業」にお
いて、環境省（環境省から委託を受けた民間事業
者）から調査の要請があった場合は、当該調査に
協力し、必要な情報を提供すること。（交付規程第
８条の17）

補助事業者の責務補助事業を検討するにあたっての注意点

（1）最新型の高効率機器への改修事業

（2）先進的省エネ型浄化槽への交換事業

（3）再生可能エネルギー設備の導入事業
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執行団体：一般社団法人全国浄化槽団体連合会

https://www.zenjohren.or.jp

TEL : 03 ‒ 3267 ‒ 9757
FAX : 03 ‒ 3267 ‒ 9789

MAIL : inquirydcb@zenjohren.or.jp

補助事業の申請について

執行団体　一般社団法人 全国浄化槽団体連合会

公募期間：令和6年4月23日～11月29日

2024年4月　

1．必要書類
（一社）全国浄化槽団体連合会のホームページより、申請書類の様式をダウンロー
ドしてご使用ください。
（1）事業、（2）事業、（3）事業それぞれの事業で、必要な書類が一部異なるので注意のこと

2．募集期間
令和6年４月23日～令和6年１１月29日必着
（各都道府県受付団体にて受理されること）

３．申請方法
各都道府県の受付団体にファイル綴じにした正本・副本各１部を提出
さらに上記ファイルとは別にデータをメールにて提出
（各都道府県の受付団体は（一社）全国浄化槽団体連合会のホームページで確認の
こと）

4．申請時の注意事項
1）申請は対象となる浄化槽１基ごとに行う必要があります。同じ申請者が複数の
施設を申請する場合も同様です。

2）過去に二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を利用して機器の更新を行
い、本年度に同一浄化槽の別の機器について申請しようとする場合には、あらか
じめ申請書にその旨を記載する必要があります。

3）法人・団体による申請については代表者名で行う必要があります。代表者によら
ずに申請を行う場合は、その者に決裁権があることを示す書類（社内規則等）を
添付するか、代表者による委任状を添付してください。

二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金
（浄化槽システムの脱炭素化推進事業）

令和6年度
環境省

公募要領

事業実施に
必要な経費 を補助

１
２

節電対策
補助金を利用した浄化槽
機器の節電対策で、電気料
金を節約しましょう！

地球温暖化対策のために
浄化槽の機器を見直して
二酸化炭素排出量の削減
に取組みましょう！

脱炭素化
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環境省は１月19日、鹿児島市のホテル自治会
館で令和５年度浄化槽トップセミナー鹿児島を
開催した。地方公共団体の政策決定に携わる
トップを対象に、浄化槽の一層の整備・活用を
働きかけるセミナーで、会場には塩田康一鹿児
島県知事をはじめ、地元行政・議会などから多
数の出席があった。

冒頭で環境省の飯田博文大臣官房審議官は、
主催者を代表して「浄化槽は効率的な処理が可
能で、人口減少が本格化する中でも浄化槽処理
人口はいまだ増加を続けている。さらに汚水処
理構想の見直しが進むことで、今後もさらなる
普及が見込まれる。単独処理浄化槽の合併転換、
適切な維持管理の確保など課題も残されている
が、浄化槽の特徴について理解を深めていただ
き、さらなる普及についてご検討いただければ」
と挨拶した。
また来賓挨拶で塩田知事は、「浄化槽は公共
下水道と同等の処理性能を有し、地域の実情に
応じて短期間で設置することができる。本県と
しては自然と共生する地域社会、安心・安全な
生活環境の実現を目指し、引き続き合併処理浄
化槽の普及を推進してまいりたい。皆
様のご協力をいただければ」と期待を
述べた。
この後は環境省浄化槽推進室の沼田
正樹室長が「これからの浄化槽」、鳥取
県水環境保全課の谷口正一課長が「鳥
取県浄化槽整備および適正管理推進協
議会の取り組み」、常葉大学の小川浩
名誉教授が「地域に適した浄化槽シス
テムと概成後の課題」、東洋大学都市
環境デザイン学科の山崎宏史教授が
「浄化槽の特長を生かした避難所トイ

レシステムの提案」について行った。
このうち沼田室長は、浄化槽の特徴と汚水処
理構想の見直しで集合処理から個別処理に切り
替えた事例、最新の予算制度等について説明し
た。単独処理浄化槽の合併転換、適正な維持管
理の確保、浄化槽台帳システムの整備の必要性
などの課題にも触れつつ、令和８年度の汚水処
理施設の概成に向けた交付率1/2の加速化事
業、少人数高齢世帯への維持管理負担軽減事業
などの支援策を紹介した。
また谷口課長は、鳥取県が設置した改正浄化
槽法に基づく法定協議会の取り組みについて説
明した。協議会では令和２年度時点の法定検査
受検率55％（11条）を、令和13年度までに82％
まで引き上げる具体的な目標を持っており、こ
の達成に向けて浄化槽台帳の整備、保守点検・
清掃・法定検査実施率向上プロジェクト、特定
既存単独処理浄化槽の判定に係る部会を設置し
ている。台帳整備では事業者からの実績報告の
様式統一化と電子化、維持管理の適正化につい
ては行政指導の強化というようにさまざまな検
討が進んでおり、これらの実施状況を挙げて
いった。

鹿児島市で令和５年度浄化槽トップセミナー
県知事のほか行政・議会から多数参加

トップセミナーの様子
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環境省浄化槽推進室は４月10日、全国都道
府県及び保健所設置市の浄化槽行政主管部局
宛に「浄化槽法に基づく維持管理の徹底及び
自治体の取組事例集の周知について」との事務
連絡を行った。適正な浄化槽の維持管理を確
保するため、関係者との連携と浄化槽台帳の
整備、浄化槽管理者への指導の一層の徹底を
求めている。

浄化槽は、浄化槽管理者（使用者）に対して
保守点検、清掃、法定検査の実施が義務付けら
れているが、年１回の法定検査（11条）受検率
が全国平均48.2％にとどまるなど適正化が課
題となっている。
また令和５年度より法定検査に加え、浄化
槽の保守点検、清掃実施率についても調査し
たところ、保守点検は70.2％、清掃は63.6％と、
最も基本的な維持管理についても必ずしも実
施されていないことが分かった。さらに約
200の自治体では、清掃実施基数を「不明」と回
答し、浄化槽の実態が把握できていなかった。
環境省では昨年５月25日に「浄化槽法に基
づく維持管理の徹底について」とする通知を環
境再生・資源循環局長名で発出しているが、
こうした状況を踏まえ、改めて「各都道府県知
事等におかれては、協議会等を活用して関係
者と十分連携・協力しながら、維持管理の実
施状況等に関する正確な情報を収集した上
で、浄化槽台帳を適切に整備し、当該浄化槽台
帳の情報に基づき、浄化槽法に定める維持管
理の義務が果たされていない浄化槽管理者に
対する指導をより一層徹底するよう、改めて
周知する」と事務連絡で求めた。
また同時に、このほど公表した「改正浄化槽
法に基づく制度の活用事例集」における先進事

例を積極的に活用するよう求めた。同報告書
では、特定既存単独処理浄化槽に対する措置、
浄化槽台帳整備、協議会整備の事例について
まとめている。

連携強化や台帳整備、管理者指導徹底を要請
浄化槽維持管理適正化へ事務連絡

令和４年度における都道府県別清掃・保守点検状況

都道府県 清掃
実施率

保守点検
実施率 都道府県 清掃

実施率
保守点検
実施率

北海道 74％ 84.0％ 滋賀県 53％ 45.1％

青森県 59％ 82.2％ 京都府 41％ 42.9％

岩手県 81％ 91.4％ 大阪府 75％ 62.2％

宮城県 69％ 70.3％ 兵庫県 55％ 61.3％

秋田県 68％ 88.0％ 奈良県 87％ 79.4％

山形県 76％ 84.9％ 和歌山県 70％ 42.7％

福島県 68％ 73.2％ 鳥取県 51％ 85.6％

茨城県 55％ 51.3％ 島根県 85％ 96.2％

栃木県 29％ 41.3％ 岡山県 84％ 91.7％

群馬県 30％ 79.3％ 広島県 69％ 73.8％

埼玉県 55％ 53.6％ 山口県 63％ 63.2％

千葉県 48％ 57.7％ 徳島県 61％ 88.8％

東京都 23％ 25.1％ 香川県 32％ 91.7％

神奈川県 58％ 38.0％ 愛媛県

新潟県 71％ 70.0％ 高知県 67％ 72.4％

富山県 55％ 91.0％ 福岡県 76％ 74.4％

石川県 53％ 28.1％ 佐賀県 76％ 86.7％

福井県 36％ 34.4％ 長崎県 78％ 87.8％

山梨県 26％ 36.1％ 熊本県 85％ 89.4％

長野県 28％ 81.0％ 大分県 80％ 80.0％

岐阜県 95％ 94.1％ 宮崎県 81％ 91.5％

静岡県 76％ 87.7％ 鹿児島県 89％ 99.5％

愛知県 63％ 64.9％ 沖縄県 26％ 17.6％

三重県 82％ 67.8％ 全国合計 63.6％ 70.2％

※�環境省資料を抜粋して掲載。無回答、不明は除外
して集計。



全浄連ニュース　2024 年 5月　No.181 ● 16

総務省行政評価局は２月９日、浄化槽の適正普
及に関して環境省に勧告を行った。内容は改正
浄化槽法で定める「特定既存単独処理浄化槽」の
判定に係る実効性確保が中心で、漏水、破損、変
形等について定量的な判断基準を設けることが
必要とした。また維持管理情報の収集、浄化槽台
帳の活用についても言及した。

特定既存単独処理浄化槽とは、令和元年度の浄
化槽法改正で定義された「生活環境の保全等に重
大な支障が生じる恐れのある単独処理浄化槽」の
ことで、具体的には槽本体の破損や漏水を起こし
た単独処理浄化槽が該当する。都道府県知事等
は、当該浄化槽の管理者に対して除却（廃止）等の
指導、勧告、命令を行うことが可能となり、強制
力を持った形で合併転換を働きかけることがで
きる。
しかし総務省の調査では、法定検査によって破
損、または変形、漏水により不適正と判定された
単独槽の数は令和３年時点で7154基であったの
に対し、特定既存単独槽として判定されたのはわ
ずか270基だった。さらに独自の判定フローを整
備した鹿児島県が246基と大部分を占め、他は鹿
児島市が20基、山梨県が３基、長野県が１基と、
活用は極一部にとどまっていた。
この一因として、数年で異動してしまう職員で
は、既存の判定基準だけをもって強い公権力を行
使するにはノウハウが不足しているということ
が考えられており、総務省は、判定が進む鹿児島
県では定量的な基準を設けていることに触れつ
つ、「単独処理浄化槽が漏水している状態にある
ことをもって特定既存単独槽として判定するこ
と。水位低下について定量的な基準を設けるこ
と」「破損、変形していることと、周辺環境への影
響に関する項目を併用して特定既存単独槽とし

て判定すること。著しい破損や変形、放流水の水
質について定量的な基準を設けること」「法定検
査結果に特定既存単独槽に該当する恐れの有無
を明記し、結果活用のための措置を講ずること」
と基準の明確化が必要との考えを示した。
また特定既存単独槽の判定には法定検査の結
果が最も重要とされているが、そもそも単独処理
浄化槽の法定検査受検率は27.8％（全国平均）と
低く、台帳に記載されていない単独処理浄化槽も
多く存在すると考えられている。
そのため総務省は、この点についても保守点
検・清掃業者からの報告徴収制度を活用して、特
定既存単独処理浄化槽の判定を促進することが
必要との考えを示した。
具体的に「保守点検・清掃業者からの情報提供
に関する理解や協力を得るため、関係団体に対し
て協力要請を行うとともに、情報提供を行う保守
点検・清掃業者の懸念が払拭されるよう、都道府
県等における当該情報の利用目的や管理のあり
方等を示す」「改正浄化槽法で規定する法定協議
会等を活用する」などの措置を講ずるよう求め
た。
また情報収集に当たっては浄化槽台帳システ
ムの活用が必要になるが、これについては「保守
点検・清掃業者から協力を得て浄化槽台帳を整
備し、保守点検・清掃の実施率向上にも寄与する
ような活用方法を示すとともに、情報収集のデジ
タル化に向けた対応策の検討を進める必要があ
る」とした。
総務省は報告書の終わりで「改善策が講じられ
ることで、令和３年度時点で約7000件が特定既
存単独槽に判定されることが見込まれる。今後
は浄化槽管理者の理解を得て、どのように円滑に
転換していくか検討することが望まれる」とまと
めた。

「特定既存単独処理浄化槽」基準明確化へ勧告
維持管理情報収集や台帳活用にも言及
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浄化槽行政に関する調査結果（概要）

①法定検査を受検
②法定検査は未受検
だが、清掃や保守
点検を実施

③いずれも未受検・
未実施

維持管理の状況
（①～③）ごとに
改善策を検討

浄化槽管理者の義務

法定検査

清掃

保守点検

指定検査機関
が実施

民間事業者
が実施

維
持
管
理

調査の背景

調査結果 勧 告

勧告日：令和6年2月9日 勧告先：環境省

期待される効果

単独処理浄化槽
（し尿処理のみ）

合併処理浄化槽
（合併槽）

 浄化槽の約半数は生活雑排水を公共用水域に直接放流する単独処理浄化槽（単独槽）で
水質汚濁・悪臭の原因。平成13年以降は新設が禁止されており、既存の単独槽は老朽化の懸念

 令和元年の浄化槽法の改正により、生活環境の保全や公衆衛生上、重大な支障が生じるお
それのある単独槽を「特定既存単独槽」として都道府県等が判定し、浄化槽管理者に除却
等の助言・指導等を行う制度が導入

 しかしながら、特定既存単独槽の判定が進んでおらず、上記制度が十分に活用されていな
い状況

＜全体753万基のうち単独槽357万基（令和3年度末）＞

＜判定実績 3県・1市のみ計270件（令和3年度）＞

特定既存単独槽の
除却等の促進
（合併槽への転換）

法定検査、清掃、
保守点検の実施率
向上

生活環境の保全
公衆衛生の確保

 漏水状態が続く単独槽であっても、現在の判定の考え方（環境省指
針）では特定既存単独槽とは判定されない場合あり（右上図①の単独槽）

 都道府県等に判定のノウハウがなく、また、法定検査の結果も活用
されていないために判定が進まない場合あり（同①）

 清掃や保守点検の情報を収集している都道府県等が少なく、特定既
存単独槽と判定され得る単独槽が十分に把握されていない（同②）

 都道府県等が作成する浄化槽台帳について、事業者から情報が収集で
きていない・紙媒体での収集となっているため、台帳の整備が進まず、
十分に活用されていない（浄化槽管理者の義務である維持管理が不十分な浄
化槽の特定や、その管理者への指導が徹底されていない）（同②、③）

判定の考え方の見直し・
定量的基準の設定

判定に、法定検査結果を
活用するための措置

清掃業者や保守点検業者
からの情報収集の仕組み
を有効に機能させるため
の措置
維持管理の向上に向けた
浄化槽台帳の整備・活用
方法の提示、デジタル化
の検討

調査結果① 法定検査受検単独槽に対する取組状況

 特定既存単独槽の判定は、環境省指針を踏まえ、
・「重要項目」若しくは「その他の項目」に該当し
かつ
・「周辺環境への影響」に該当する
か否かを都道府県等が判定

 都道府県等は、浄化槽管理者が特定既存単独槽の
除却の助言・指導に応じなかった場合、最終的には
命令といった強い公権力の行使が可能

項目 判定の参考となる事項

重要項目  浄化槽本体に著しい破損・劣化箇所
 漏水（浄化槽内の水位が所定位置より大幅に低下）

その他の
項目

 消毒設備の破損・脱落・欠落
 流入管渠、放流管渠の勾配不良・閉塞等による滞留や
逆流

周辺環境
への影響

 著しい悪臭・害虫・騒音の発生
 放流水の透視度が4度（4cm）未満
 条例による生活排水の排出に対する規制の有無
 浄化槽周辺の井戸の有無

<環境省指針> －特定既存単独槽の判定の主な考え方－

自治体が特定既存単独槽に判定していない主な理由として
①「周辺環境への影響」が生じていない
 しかしながら、この中には漏水状態が続いているものがあり、
この状態自体が地下水等に悪影響のおそれ

 浄化槽本体が破損しているものは、独自に放流水の水質を測定し、
周辺環境への影響を確認している自治体あり

 指針の抽象的な判定基準の定量化を望む意見
②判定基準やマニュアルを作成していない
 判定基準やマニュアルを作成している自治体でも判定実績なし
 自治体が環境省指針と同じ判定の考え方を用いて判定基準やマ
ニュアルを作成した場合、判定が進まないおそれ

③都道府県等に判定のノウハウがない
 指定検査機関の法定検査の結果報告書において、特定既存単独
槽に該当するおそれの有無の明記を望む意見

環境省指針の判定の考え方を見直すこと
・漏水状態にある単独槽は、漏水状態にあることをもって
特定既存単独槽に判定

また、都道府県等が「浄化槽内の水位の低下」を
測定できる定量的な基準を設定

・著しい破損・変形状態にある単独槽は、周辺環境への
影響を確認して特定既存単独槽に的確に判定

また、都道府県等が「著しい破損・変形の状態」や
「放流水の水質」を測定できる定量的な基準を設定

法定検査の結果報告書に、特定既存単独槽に該当
するおそれの有無を明記すること

調査結果

背景・制度等

かんきょ

勧告内容

かんきょ
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環境省は浄化槽法施行状況点検検討会を設置
し、２月15日に東京・千代田区のエム・アール・
アイリサーチアソシエイツ（株）で初会合を開い
た。同９日付の総務省勧告「浄化槽行政に関す
る調査」を受け、特定既存単独処理浄化槽に対す
る措置の指針、浄化槽台帳の整備と関係者から
の情報収集、その他必要な事項について検討し、
９月頃に取りまとめる方針。検討委員は（一社）
全国浄化槽団体連合会の上田勝朗会長ら14名
が務める。

総務省の勧告は、生活排水処理対策における
単独処理浄化槽の問題を取り上げたもの。令和
元年度の改正浄化槽法において、生活環境の保
全等に重大な支障が生じるおそれのある単独処
理浄化槽を「特定既存単独処理浄化槽」と定義
し、都道府県知事等にその除却（廃止）等の助言・
指導・命令が可能な規定が設けられたが、報告
書ではその制度活用が進んでおらず、結果とし
て合併転換も進んでいないことが指摘された。
その原因として、特定既存単独処理浄化槽の
判定指針に定量的な基準が設けられていないこ
とや、清掃や保守点検の情報収集を行っている
都道府県等が少なく、同浄化槽に該当し得る単
独槽の洗い出しが進んでいないことを挙げ、こ
うした課題への対応策とともに浄化槽台帳のデ
ジタル化についても検討するよう環境省に要請
した。
会合では、改めて総務省の勧告内容について
説明しつつ、議論の進め方、特定既存単独処理
浄化槽に対する措置の状況、浄化槽台帳の整備
と関係者からの情報収集等の状況、課題の整理・
対応策の方向性について確認が行われた。
このうち特定既存単独処理浄化槽に対する措
置の状況については、令和４年度までに全国で

1491基が同浄化槽として指定されるも、うち鹿
児島県が881基、福岡県が486基などと、一部の
県でしか活用されていないことが示された。ま
た判定に当たっての基準も都道府県ごとに異な
る状況があり、対応の方向性では「単独槽が漏
水状態にあることをもって特定既存単独槽と判
定すべきか」「11条検査結果報告に特定既存単
独槽の判定を明示する運用が一部行われてお
り、全国一律に同様の運用を求めるべきか」との
案を示した。
関係者からの情報収集については、情報収集
に欠かせない浄化槽台帳の整備状況を示し、47
都道府県中46都道府県が台帳整備済みで、その
システム化も42都道府県が実施済みとの結果
を示した。ただし実態把握が可能な浄化槽台帳
システムでなければ意味はなく、対応の方向性
は「情報収集が有効に行われていない要因、課
題は何か」「その対応についてどのような方向
性で検討すべきか」とした。
検討会では今後、自治体、関係者ヒアリング
を行い、その後論点を明らかにして取りまとめ
を行う方針。
また総務省においても令和７年度以降に勧告
結果についてフォローアップ調査を行うとい
う。

浄化槽法施行状況点検検討会が初会合開く
総務省勧告を受け特定既存単独槽指針明確化へ
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環境省は３月22日、令和４年度における浄化
槽設置基数は751万6864基（対前年度比１万
751基減）と発表した。内訳は単独処理浄化槽
が349万3652基（同７万6210基減）、合併処
理浄化槽が402万3212基（同６万5459基
増）。また浄化槽法に基づく法定検査の受検率
は、使用開始後３～５カ月以内に行う７条検査
が94.7％（同0.2ポイント減）と減少するも過
去16年間90％以上をおおむね維持（平成24年
のみ89.7％）、年１回行う11条検査は48.2％
（同1.1ポイント増）で、合併処理浄化槽のみに
限ると65.6％（同0.7ポイント増）だった。

浄化槽設置基数は、平成12年に生活排水が処
理できない単独処理浄化槽（単独槽）の新設が禁
止されてから、合併処理浄化槽（合併槽）の設置基
数のみ伸びている。そのため設置基数に占める
合併槽の割合は徐々に増加し、令和元年度は初め
て合併槽の設置基数が単独槽を上回った。令和
４年度時点において、設置基数に占める合併槽の
割合は53.5％となった。
また単独と合併を合わせた浄化槽の設置基数
については微減傾向にあるが、今後も単独の減少
分を合併の増加分が補い、急激に減少することは
なくおおむね現在と同程度の水準で推移するこ
とが予想されている。人口減少の影響について
も、人口減が直ちに世帯数減に直結するとは考え
られていない。
また設置基数を都道府県別に見た場合、設置基
数が最も多いのは千葉県で54万7855基（合併の
み26万7887基）で、次いで愛知県が54万4018基
（同23万973基）、埼玉県が47万3506基（同24万
7375基）、静岡県が45万9940基（同20万267基）、
鹿児島県が31万9161基（同21万7281基）などと
なっている。

また設置基数に占める合併槽の割合は、岩手県
が最も高く93.9％（設置基数５万5142基）で、次い
で長野県が85.6％（同７万3685基）、長崎県が
83.1％（同６万5854基）と80％を上回っている。
新設基数は千葉県が7260基、愛知県が6973基、
静岡県が6406基、埼玉県が6319基、鹿児島県が
5538基、群馬県が4446基、茨城県が4215基と多
い。
また浄化槽の適正な施工および維持管理を担
保する法定検査受検率は、７条検査は90％以上を
確保した都道府県がほとんどで、神奈川県は
67.9％、鳥取県が78.4％、千葉県が79％などと一部
低い府県が見られた。
一方、11条検査は非常に地域差が大きく、90％
以上が３県、反対に20％未満と著しく低い地域も
５県存在する。これらを平均化したのが全国平
均48.2％であり、向上させるには全国一律の対応
というよりは、浄化槽台帳の整備等を通じた低い
都道府県に対する重点的な対策が求められてい
る。
都道府県別の受検率ランキングは、岐阜県が
96.4％（合併のみ98.9％）、岡山県が93.5％（同
96.4％）、岩手県が92.2（同92.7％）％でトップ３。
反対に低いのは、沖縄県が9.3％（同20.4％）、千葉
県が14.2％（同26.2％）、大阪府が14.5％（同26.1％）
だった。

令和4年度浄化槽設置基数752万基で1万基減
11 条検査受検率 48.2％で向上が課題
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令和４年度における都道府県別浄化槽の設置状況等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府
県　名

設　　置　　基　　数
新 設 基 数

受検率
（7条検査）

受検率
（11条検査）

全　数
単独処理
浄化槽

合併処理浄化槽

高度処理型
割合

全　数 高度処理型
割合

全　数 合併処理
浄化槽のみ

北 海 道 76,515 18,012 58,503 32.6％ 1,319 67.0％ 98.9％ 82.9％ 89.8％

青 森 県 114,848 67,094 47,754 2.5％ 1,190 41.7％ 89.9％ 49.4％ 83.5％

岩 手 県 58,717 3,575 55,142 46.9％ 1,168 96.0％ 94.4％ 92.2％ 92.7％

宮 城 県 78,402 21,685 56,717 32.5％ 1,299 53.9％ 100.0％ 91.9％ 99.4％

秋 田 県 69,951 26,339 43,612 30.8％ 726 62.4％ 96.0％ 64.6％ 82.1％

山 形 県 65,788 31,237 34,551 27.3％ 453 68.7％ 100％ * 77.0％ 86.6％

福 島 県 283,501 150,895 132,606 46.6％ 2,984 97.7％ 89.7％ 34.0％ 69.9％

茨 城 県 250,527 82,305 168,222 45.9％ 4,215 104.6％ 92.6％ 48.4％ 60.3％

栃 木 県 159,783 48,273 111,510 35.0％ 2,133 99.6％ 100.0％ 76.0％ 74.9％

群 馬 県 305,167 158,104 147,063 53.3％ 4,446 99.4％ 95.5％ 79.5％ 84.9％

埼 玉 県 473,506 226,131 247,375 28.2％ 6,319 80.6％ 92.5％ 23.0％ 37.6％

千 葉 県 547,855 279,968 267,887 39.9％ 7,260 98.4％ 79.0％ 14.2％ 26.2％

東 京 都 17,008 8,287 8,721 53.9％ 134 100.0％ 100％ * 28.6％ 47.9％

神奈川県 136,467 91,705 44,762 28.9％ 933 72.2％ 67.9％ 16.7％ 32.1％

新 潟 県 184,405 124,722 59,683 31.9％ 1,316 76.8％ 93.9％ 70.6％ 79.7％

富 山 県 37,368 24,775 12,593 30.8％ 210 93.3％ 100.0％ 40.9％ 76.6％

石 川 県 50,007 26,599 23,408 34.0％ 378 91.0％ 100.0％ 46.5％ 65.3％

福 井 県 35,122 18,975 16,147 35.0％ 195 93.8％ 100.0％ 59.2％ 78.2％

山 梨 県 124,940 73,583 51,357 32.0％ 1,264 97.5％ 96.3％ 16.2％ 35.5％

長 野 県 86,105 12,420 73,685 10.2％ 1,251 34.1％ 100％ * 74.0％ 81.3％

岐 阜 県 176,980 93,150 83,830 39.9％ 1,532 98.4％ 99.9％ 96.4％ 98.9％

静 岡 県 459,940 259,673 200,267 13.2％ 6,406 24.8％ 83.0％ 35.2％ 63.5％

愛 知 県 544,018 313,045 230,973 41.3％ 6,973 68.2％ 95.8％ 27.3％ 56.6％

三 重 県 224,524 98,266 126,258 34.5％ 2,390 98.0％ 99.9％ 39.9％ 56.6％

滋 賀 県 28,353 9,764 18,589 9.5％ 234 65.8％ 100.0％ 52.6％ 60.9％

京 都 府 34,379 11,262 23,117 19.0％ 297 58.2％ 81.0％ 52.2％ 67.2％

大 阪 府 101,745 55,707 46,038 34.2％ 834 93.4％ 100.0％ 14.5％ 26.1％

兵 庫 県 80,035 34,484 45,551 22.5％ 758 59.2％ 100％ * 66.5％ 84.6％

奈 良 県 98,399 64,517 33,882 26.3％ 687 86.0％ 100.0％ 21.1％ 51.5％

和歌山県 208,658 98,035 110,623 25.2％ 2,842 67.1％ 98.6％ 41.4％ 63.6％

鳥 取 県 24,786 12,762 12,024 28.6％ 268 92.2％ 78.4％ 56.9％ 73.3％

島 根 県 70,337 30,911 39,426 32.4％ 864 97.7％ 100.0％ 81.0％ 94.3％

岡 山 県 166,116 53,822 112,294 31.0％ 2,309 58.8％ 100.0％ 93.5％ 96.4％

広 島 県 174,413 68,297 106,116 31.4％ 2,732 63.4％ 100.0％ 73.8％ 81.2％

山 口 県 122,721 50,836 71,885 28.4％ 1,488 100.0％ 89.3％ 57.1％ 63.8％

徳 島 県 203,727 123,834 79,893 40.3％ 2,366 62.1％ 100.0％ 62.2％ 71.7％

香 川 県 177,655 80,851 96,804 46.3％ 2,522 98.9％ 100.0％ 55.8％ 65.2％

愛 媛 県 179,469 90,216 89,253 44.0％ 2,021 98.6％ 100.0％ 38.0％ 74.5％

高 知 県 105,710 41,162 64,548 43.0％ 1,595 91.7％ 99.6％ 59.4％ 72.1％

福 岡 県 183,481 42,739 140,742 36.3％ 4,149 83.5％ 100.0％ 74.8％ 85.0％

佐 賀 県 58,278 16,632 41,646 47.3％ 1,272 96.9％ 100.0％ 80.9％ 91.0％

長 崎 県 79,197 13,343 65,854 49.0％ 1,848 98.4％ 92.4％ 87.9％ 90.4％

熊 本 県 144,085 51,660 92,425 45.8％ 2,130 98.1％ 100％ * 66.9％ 78.0％

大 分 県 154,537 64,880 89,657 36.1％ 2,856 61.3％ 100.0％ 44.0％ 70.0％

宮 崎 県 145,295 61,473 83,822 46.7％ 2,287 97.9％ 97.0％ 57.4％ 70.5％

鹿児島県 319,161 101,880 217,281 39.2％ 5,538 99.1％ 99.9％ 52.8％ 51.1％

沖 縄 県 94,883 55,767 39,116 42.3％ 1,877 95.0％ 100.0％ 9.3％ 20.4％

合　計 7,516,864 3,493,652 4,023,212 35.6％ 100,268 81.3％ 94.7％ 48.2％ 65.6％

注）*は検査対象件数が推計のため 100％超となっている場合を示す。
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参考2
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設
置
基
数

浄化槽の設置基数の推移

単独処理浄化槽

合併処理浄化槽

年度昭和 平成

浄化槽法の制定

合併処理浄化槽の設置に
対する国庫補助事業の創設

単独処理浄化槽設置禁止 浄化槽設置基数（総数）
7,516,864基

うち単独処理浄化槽
3,493,652基
4466..55%%

うち合併処理浄化槽
4,023,212基
5533..55%%

令和

浄化槽の設置基数の推移

参考6

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
７条検査 浄化槽全数 93.2% 95.0% 94.7% 93.1% 91.1% 89.7% 90.4% 93.8% 92.5% 94.5% 94.5% 94.4% 94.4% 96.8% 94.9% 94.7%

浄化槽全数 26.6% 28.2% 29.9% 31.8% 33.2% 34.6% 36.3% 37.9% 39.4% 40.3% 41.8% 43.1% 43.8% 45.7% 47.1% 48.2%
合併処理浄化槽のみ 46.4% 47.8% 49.7% 51.3% 52.3% 53.4% 55.4% 57.1% 58.3% 58.9% 60.4% 61.4% 62.2% 63.9% 64.9% 65.6%

備考
平成26年度調査より、受検率の算出方法を変更したため、以前の受検率についても同様の計算方法で再計算を行っている。
・平成26年度調査以降の計算方法（検査対象基数を正確に把握していない都道府県に対し、適用している）
　（７条検査）検査対象基数算定式　[検査対象基数]=[前年度新設基数]*11/24+[当該年度新設基数]*13/24
　（１１条検査）検査対象基数算定式　[検査対象基数]=[当該年度設置基数]- [前年度新設基数]*11/24- [当該年度新設基数]

１１条検査

法定検査の受検率の推移
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

７条検査 １１条検査（浄化槽全数） １１条検査（合併浄化槽のみ）

７７ 条条 検検 査査

１１１１ 条条 検検 査査

９９４４．．７７％％（浄化槽全数）

６６５５．．６６％％（合併処理浄化槽のみ）

４４８８．．２２％％（浄化槽全数）

法定検査受検率の推移
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（一社）浄化槽システム協会（JSA）の調べに
よると、令和５年に海外に設置された浄化槽は
5330基（対前年比156基減）で、累計設置基数
は５万5511基に達したことが分かった。以
前は年4000〜7000基もの浄化槽が設置され
てきた中国は今年度も85基にとどまったが、
代わりにアメリカ、オーストラリア、インドな
どが実績を支え、累計設置基数としては着実な
伸びを見せている。

令和５年度の実績の内訳は、アメリカが2974
基、イギリスが39基、インドが363基、インド
ネシアが41基、ウズベキスタンが１基、オース

トラリアが1451基、オマーンが52基、ケニア
が９基、ザンビアが２基、ジブチが１基、スリ
ランカが138基、中国が85基、ドイツが59基、
パラオが１基、バングラデシュが８基、フィリ
ピンが10基、ベトナムが53基、ミャンマーが
31基、モルディブが12基だった。
これまでは発展途上国への設置が主だった
が、徐々に先進国でも浄化槽の普及が進み始め
ているようだ。
同調査は、JSA の会員からのヒアリングに
基づくもので、日本から輸出した浄化槽（ノッ
クダウン方式を含む）、または自社の海外工場
で生産した浄化槽の基数をカウントしている。

浄化槽海外設置基数は5330基増の5万5511基
アメリカ、オーストラリア、インドなどが実績支える

ベベ  ナナムム 小型977基，中大型536基

オオ        リリアア 小型 9,270基，中大型 52基

イイ  ドドネネ  アア 小型 211基，中大型371基

アアメメリリカカ小型9,516基，中大型28基

ギギリリ  ャャ 小型 10基

ロロ  アア 小型 2基

韓韓国国
中大型1基

メメキキ    小型15基

ケケニニアア 小型 166基
中大型 12基

ﾎﾎﾝﾝｼｼﾞ゙ｭｭﾗﾗｽｽ 小型1基

    タタリリカカ 小型2基

ﾀﾀﾝﾝｻｻﾞ゙ﾆﾆｱｱ 中大型 1基

        アア 小型1基

ｼｼﾝﾝｶｶﾞ゙ﾎﾎﾟ゚ｰーﾙﾙ 中大型4基

フフィィリリピピ  小型46基
中大型 5基

南南アアフフリリカカ 小型45基

  リリ 小型1基

台台湾湾 小型1基，中大型1基

ﾅﾅｲｲｼｼﾞ゙ｪｪﾘﾘｱｱ小型16基

リリビビアア
中大型3基

ﾊﾊﾟ゚ﾚﾚｽｽﾁﾁﾅﾅ 小型 1基

  リリアア 中大型1基

イイ    中大型2基

オオ      小型295基

注 小型浄化槽  50人槽以下 ： 53,134基
中大型浄化槽 51人槽以上 ： 2,377基

計 55,511基

(一社)浄化槽ｼｽﾃﾑ協会の会員が2023年末ま

でに海外 55ヶ国 に設置した浄化槽の基数

ミミャャ      小型786基，中大型275基

タタイイ 中大型4基

エエジジ    小型 1基

ｻｻｳｳｼｼﾞ゙ｱｱﾗﾗﾋﾋﾞ゙ｱｱ 小型6基
中大型1基

アア  ブブ 小型 3基
中大型 1基

中中国国小型30,399基，中大型18基

パパキキ  タタ  小型 4基 中大型1基

パパナナ  中大型1基

ググ  ナナダダ 小型1基

ﾓﾓｰーﾘﾘｼｼｬｬｽｽ 小型 1基

  オオ  小型2基，中大型4基

ｽｽﾘﾘﾗﾗﾝﾝｶｶ 小型 382基
中大型 300基

アアルルジジェェリリアア
中大型8基

パパ  オオ 小型17基，中大型4基

ハハ  ガガリリ  小型 3基

ルル    ニニアア 小型 209基

イイタタリリアア 小型 11基

ヨヨルルダダ  小型 6基

イイ    小型 1基

ドドイイツツ 小型429基

ﾊﾊﾞ゙ﾝﾝｸｸﾞ゙ﾗﾗﾃﾃﾞ゙ｨｨｼｼｭｭ 小型22基，中大型 32基

イイ  ドド小型175基，中大型690基

イイギギリリ  小型96基

ﾓﾓｻｻﾞ゙ﾝﾝﾋﾋﾞ゙--ｸｸ 小型 1基

ネネパパ  ルル小型1基,,中大型 4基

  ウウェェ    小型 2基

パパ  アアニニ    ギギニニアア
中大型１基

ウウズズベベキキ  タタ  中大型 1基

モモルルデディィブブ 中・大型 12基

ジジブブ  中・大型 1基ザザ  ビビアア 中・大型 2基

2023.12末まで　（一社）浄化槽システム協会調べ

浄化槽海外設置実績
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浄化槽
設備士試験
令和６年

試 験 地：宮城県・東京都・愛知県・大阪府・福岡県

受 験 資 格：次のＡ、Ｂ、Ｃ のいずれかに該当する者

Ａ．学歴と必要な実務経験年数(右表参照)

Ｂ．建設業法による1級または2級管工事

施工管理技術検定に合格した者

Ｃ．職業能力開発促進法（旧職業訓練法）

による技能検定のうち検定職種を1級

または2級配管（建築配管作業）とす

るものに合格した者

ただし、平成16年度以降に2級配管（建築配管作業）に合格した者にあっては、同種目

に関し4年以上の実務経験を有する者。

受験手数料：３１,７００円

受 付 方 法：オオンンラライインン申申請請
ホームページまたはQRコードより受付

※申請にはメールアドレスが必要です。

受 付 期 間：令令和和６６年年４４月月１１日日((月月))～～５５月月２２００日日((月月))

公益財団法人
日本環境整備教育センター
〒130-0024 東京都墨田区菊川2-23-3
https://www.jeces.or.jp/ 

国家試験担当TEL 
03(3635)4881

指定学科 指定学科以外

大学 卒業後

専門学校「高度専門士」 卒業後

短期大学 卒業後

高等専門学校(５年制) 卒業後

専門職大学前期課程 修了後

専門学校「専門士」 卒業後

高等学校 卒業後

専門学校 卒業後

(「高度専門士」、「専門士」以外)

３年以上 ４年６ヵ月以上

その他(学歴問わず) ８年以上

学　歴
実務経験年数

１年以上 １年６ヵ月以上

２年以上 ３年以上
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一般社団法人 全国浄化槽団体連合会一般社団法人 全国浄化槽団体連合会「水環境保全助成事業」一般社団法人 全国浄化槽団体連合会「水環境保全助成事業」 

      一般社団法人 全国浄化槽団体連合会「水環境保全助成事業」       

 

             ２０２４年度 募 集 要 項             

 

 

 「水環境保全助成事業」は、水環境の保全を図るため、浄化槽の普及啓発および地域の水環

境保全活動などを積極的に実践する団体及び個人の事業活動に対して、下記の助成を行います。 

 

１．事業の目的 

  この事業は水環境の保全を図るため、浄化槽の普及啓発や地域の水環境保全活動などを 

積極的に実践する団体及び個人を対象に、活動資金の一部を助成することを通じて、活動が

活性化し、また、活動の輪が拡大し、継続していくことを目的とします。 

 

２．助成の対象となる事業 

  助成の対象は、日本国内における自発的で継続的な浄化槽の普及啓発や、地域における  

水環境保全などの活動（業として行う活動は除く）で、次のような形態の活動が考えられ  

ますが、これはあくまで例示です。 

※継続事業でも、前年度事業と内容が重複するものについては、条件が付与される可能性が

あります。 

  （1） 浄化槽の一般市民向け、全国及び都道府県並びに市町村規模の普及啓発活動 

     （環境講座・教室等の開催、ビデオの作成、パンフレットの作成、教育教材の作成、 

      啓発用ブース等設営） 

       ・ 一般市民を対象とし、浄化槽等による生活排水対策の啓発効果が十分期待

出来、広報資料・図書等の配布方法が適切であること。 

  （2） 水環境保全の実践活動（河川および水質汚濁原等の観察会、浄化槽等による生活排 

水処理の効果等） 

       ・ 一般市民の協力・参加が得られ、浄化槽等による水質汚濁対策の重要性・ 

効果が十分に期待出来ること。 

  （3） 水環境調査活動（水生生物の調査、水質等の調査分析および生活排水処理の実状等 

の情報収集・提供等) 

       ・ 学生・生徒や一般市民の参加が得られ、浄化槽等による生活排水対策の啓 

発に資する内容であること。 

  （4） その他 

・対象となる地域の浄化槽の普及状況を報告書に含めること。 

・事業の目的に該当しないと判断された申請については、助成対象外とする。 

・申請時に提出された書類の返却はいたしません。 

 

３．助成申請者の要件 

  日本国内において、浄化槽の普及啓発や地域の水環境保全活動を行う営利を目的としない

団体及び個人とします。 

（ただし、一般社団法人全国浄化槽団体連合会会員団体は申請不可。） 

  ・団体は、主として一般市民から構成されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年度  募集要項
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４．助成金額 

  １活動（同一年度内１申請者１活動に限る）あたりの助成金額は、事業総額に対しての  

補助率を原則 1/2 以下とし 20 万円を上限とします。なお､当該活動の事業費総額が 20 万円

に満たない場合は活動費総額の 1/2 を上限とします。当助成事業の総額は１年あたり 300 万

円までとします。 

 

５．助成金の使途 

  助成金の使途は、活動に直接必要な次の経費であって、常勤的職員の人件費・飲食費及び

事務所維特・管理のための経費は含みません。 

     ［1］謝金［2］旅費［3］印刷製本費［4］通信運搬費［5］借料・損料 

     ［6］消耗品費・ 材料費［7］賃金［8］事務管理費 

  なお、［3］［5］［6］に該当するもので５万円以上のものについては、申請時に見積書の   

提出が必要です。 

 

６．助成対象活動の期間 

  助成対象となる活動は、４月１日から、翌年３月３１日までの期間に実施される活動と  

します。 

   ※ ただし、交付決定前に実施された活動であっても、審査委員会で承認されない場合

には助成対象外となりますので、念のため申し添えます。 

 

７．助成金の申請・交付決定日 

  毎年の助成金の募集・申請は４月１日～６月３０日とします。交付決定は６月３０日以降

１ヶ月以内とします。 

   ※ 上記の期日は、予定であり諸事情により変更することがあります。 

   ※ 申請書の提出は、募集期間最終日の消印有効です。 

 

８．助成対象者の義務 

  （1） 助成対象者は、一般社団法人 全国浄化槽団体連合会と助成に関する契約を締結し、

これに基づき助成活動の終了後に、当該活動の経過・結果及び会計についての報告書

及び成果物を提出して下さい。 

     ※ 報告書には、申請時に提出していただいた実施計画がどのように実行されたか、

当該活動の実施日時及び参加人数等の詳細も記載して下さい。 

     ※ 当該活動等の結果は、当連合会ホームページ等において公開しますので、報告

書の電子ファイル（PDF 等）も提出して下さい。 

     ※ 会計報告には、領収書（コピー可）を添付して下さい。 

 

  （2） 一般社団法人 全国浄化槽団体連合会から助成を受けた旨を、当該活動（講習会等の

会場、印刷物、報告書等）において明示して下さい。 

 

 

９．助成対象者の決定 

  助成対象者の決定は、水環境保全助成事業審査委員会において、書類審査により決定   

します。なお、助成額については、申請額・活動内容等を勘案して決定します。 

 

10．助成対象者選考結果の発表 

  助成対象者の選考結果は、申請者に文書により通知します。 

  なお、選考に関わる問い合わせには、事前・事後に関わらず一切応じることは出来ません。 

 

助成事業申請のフォームは全浄連ホームページに掲載しています。 

http://www.zenjohren.or.jp/mizukankyouhozen.htm 
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令和 6 年度  浄化槽管理士講習・浄化槽設備士講習令和 6 年度  浄化槽管理士講習・浄化槽設備士講習
　　　　　　および各種講習会のご案内　　　　　　および各種講習会のご案内

　令和6年度実施の各種講習会の開催についてお知らせいたします。

講習会の受講を希望される方は、各受付機関までご連絡ください。

また、当教育センターホームページでも詳しくご覧になれます。

公益財団法人 日本環境整備教育センター

１１．．浄浄化化槽槽管管理理士士講講習習

講講習習地地 講講習習地地事事務務局局 講講習習会会場場

公公益益社社団団法法人人宮宮城城県県生生活活環環境境事事業業協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒998833--00003355 ホホテテルルククレレセセンントト

66//2244 ((月月)) ～～ 77//66 ((土土)) 55//1133 ((月月)) ～～ 55//2244 ((金金)) 仙仙台台市市宮宮城城野野区区日日のの出出町町22--55--1155 ℡℡  002222--339977--33111111

℡℡  002222--778833--88007700

令令和和66年年 令令和和66年年

66//33 ((月月)) ～～ 66//1155 ((土土)) 44//2222 ((月月)) ～～ 55//33 ((金金)) 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー       

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244

77//2222 ((月月)) ～～ 88//33 ((土土)) 66//1100 ((月月)) ～～ 66//2211 ((金金)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33

令令和和77年年 令令和和77年年 ℡℡  0033--33663355--44888822 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

22//1100 ((月月)) ～～ 22//2222 ((土土)) 11//66 ((月月)) ～～ 11//1177 ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

一一般般社社団団法法人人東東京京都都水水環環境境シシスステテムム協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113355--00005522

99//3300 ((月月)) ～～ 1100//1122 ((土土)) 88//1199 ((月月)) ～～ 88//3300 ((金金)) 江江東東区区潮潮見見11--2233--55

℡℡  0033--66445588--44661144

一一般般社社団団法法人人愛愛知知県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒445533--00001177 フフジジココミミュュニニテティィセセンンタターー

1111//1111 ((月月)) ～～ 1111//2233 ((土土)) 99//3300 ((月月)) ～～ 1100//1111 ((金金)) 名名古古屋屋市市中中村村区区則則武武本本通通11--3311 ℡℡  005522--448811--55554411

℡℡  005522--448811--77220000

令令和和66年年 令令和和66年年 一一般般社社団団法法人人大大阪阪府府環環境境水水質質指指導導協協会会

88//2266 ((月月)) ～～ 99//77 ((土土)) 77//1155 ((月月)) ～～ 77//2266 ((金金)) 〒〒559911--88003322 ＰＰＬＬＰＰ会会館館

令令和和66年年 令令和和66年年 堺堺市市北北区区百百舌舌鳥鳥梅梅町町11丁丁2244--33 ℡℡  0066--66335511--55886600

1122//99 ((月月)) ～～ 1122//2211 ((土土)) 1100//2288 ((月月)) ～～ 1111//88 ((金金)) ℡℡  007722--225566--11005566

公公益益社社団団法法人人香香川川県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒776611--88001122 ササンンメメッッセセ香香川川  ２２階階中中会会議議室室

1122//22 ((月月)) ～～ 1122//1144 ((土土)) 1100//2211 ((月月)) ～～ 1111//11 ((金金)) 高高松松市市香香西西本本町町11--110066 ℡℡  008877--886699--33333333

℡℡  008877--888811--66660000

令令和和66年年 令令和和66年年

66//2244 ((月月)) ～～ 77//66 ((土土)) 55//1133 ((月月)) ～～ 55//2244 ((金金)) 一一般般財財団団法法人人福福岡岡県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒881111--22441122 福福岡岡生生活活衛衛生生食食品品会会館館

99//22 ((月月)) ～～ 99//1144 ((土土)) 77//2222 ((月月)) ～～ 88//22 ((金金)) 糟糟屋屋郡郡篠篠栗栗町町大大字字乙乙犬犬996666--77 ℡℡  009922--665511--55555533

令令和和77年年 令令和和77年年 ℡℡  009922--994477--11880000

33//33 ((月月)) ～～ 33//1155 ((土土)) 11//2200 ((月月)) ～～ 11//3311 ((金金))

公公益益財財団団法法人人鹿鹿児児島島県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒889900--00007733 公公益益財財団団法法人人鹿鹿児児島島県県環環境境保保全全協協会会  研研修修室室

1111//55 ((火火)) ～～ 1111//1177 ((日日)) 99//2233 ((月月)) ～～ 1100//44 ((金金)) 鹿鹿児児島島市市宇宇宿宿22--99--99 ℡℡  009999--229966--99000022

℡℡  009999--229966--99000022

※※受受講講資資格格・・・・・・学学歴歴、、実実務務経経験験等等のの資資格格のの要要件件ははあありりまませせんん。。

　　受受  講講  料料・・・・・・115533,,440000円円（（浄浄化化槽槽設設備備士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、114422,,110000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

２２．．浄浄化化槽槽設設備備士士講講習習

（（１１））対対面面のの講講習習

講講習習地地 講講習習地地事事務務局局 講講習習会会場場

公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

55//2277 ((月月)) ～～ 55//3311 ((金金)) 44//1155 ((月月)) ～～ 44//2266 ((金金)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

℡℡  0033--33663355--44888822

※※受受講講資資格格・・・・・・１１級級又又はは２２級級管管工工事事施施工工管管理理技技士士のの資資格格をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料・・・・・・113333,,110000円円（（浄浄化化槽槽管管理理士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、112255,,440000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

（（２２））オオンンデデママンンドド講講習習

開開催催地地 講講習習地地事事務務局局 効効果果評評定定会会場場

令令和和66年年 令令和和66年年

55//2244 ((金金)) ～～ 77//1111 ((木木)) 44//1177 ((水水)) ～～ 55//11 ((水水))

77//1188 ((木木))

令令和和66年年 令令和和66年年

77//1177 ((水水)) ～～ 99//33 ((火火)) 66//99 ((日日)) ～～ 66//2233 ((日日))

99//1100 ((火火))

公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

88//2211 ((水水)) ～～ 1100//88 ((火火)) 77//1144 ((日日)) ～～ 77//2288 ((日日)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

1100//1155 ((火火)) ℡℡  0033--33663355--44888822

令令和和66年年 令令和和66年年

99//2266 ((木木)) ～～ 1111//1133 ((水水)) 88//2211 ((水水)) ～～ 99//44 ((水水))

1111//2200 ((水水))

令令和和66年年 令令和和66年年

1100//2222 ((火火)) ～～ 1122//99 ((月月)) 99//1144 ((土土)) ～～ 99//2288 ((土土))

1122//1166 ((月月))

※※受受講講資資格格・・・・・・１１級級又又はは２２級級管管工工事事施施工工管管理理技技士士のの資資格格をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料・・・・・・113333,,110000円円（（浄浄化化槽槽管管理理士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、112255,,440000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

令令和和６６年年度度　　浄浄化化槽槽管管理理士士講講習習・・浄浄化化槽槽設設備備士士講講習習
    おおよよびび各各種種講講習習会会ののごご案案内内

令令和和６６年年度度実実施施のの各各種種講講習習会会のの開開催催ににつついいてておお知知ららせせいいたたししまますす。。
講講習習会会のの受受講講をを希希望望さされれるる方方はは、、各各受受付付機機関関ままででごご連連絡絡くくだだささいい。。

ななおお、、詳詳細細はは当当教教育育セセンンタターーホホーームムペペーージジででごご確確認認くくだだささいい。。

福福岡岡県県

愛愛知知県県

大大阪阪府府

講講習習期期間間 オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

宮宮城城県県

東東京京都都

オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

香香川川県県

鹿鹿児児島島県県

東東京京都都

講講習習期期間間

講講習習期期間間

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

東東京京都都
（（予予定定

））
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１１．．浄浄化化槽槽管管理理士士講講習習

講講習習地地 講講習習地地事事務務局局 講講習習会会場場

公公益益社社団団法法人人宮宮城城県県生生活活環環境境事事業業協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒998833--00003355 ホホテテルルククレレセセンントト

66//2244 ((月月)) ～～ 77//66 ((土土)) 55//1133 ((月月)) ～～ 55//2244 ((金金)) 仙仙台台市市宮宮城城野野区区日日のの出出町町22--55--1155 ℡℡  002222--339977--33111111

℡℡  002222--778833--88007700

令令和和66年年 令令和和66年年

66//33 ((月月)) ～～ 66//1155 ((土土)) 44//2222 ((月月)) ～～ 55//33 ((金金)) 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー       

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244

77//2222 ((月月)) ～～ 88//33 ((土土)) 66//1100 ((月月)) ～～ 66//2211 ((金金)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33

令令和和77年年 令令和和77年年 ℡℡  0033--33663355--44888822 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

22//1100 ((月月)) ～～ 22//2222 ((土土)) 11//66 ((月月)) ～～ 11//1177 ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

一一般般社社団団法法人人東東京京都都水水環環境境シシスステテムム協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113355--00005522

99//3300 ((月月)) ～～ 1100//1122 ((土土)) 88//1199 ((月月)) ～～ 88//3300 ((金金)) 江江東東区区潮潮見見11--2233--55

℡℡  0033--66445588--44661144

一一般般社社団団法法人人愛愛知知県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒445533--00001177 フフジジココミミュュニニテティィセセンンタターー

1111//1111 ((月月)) ～～ 1111//2233 ((土土)) 99//3300 ((月月)) ～～ 1100//1111 ((金金)) 名名古古屋屋市市中中村村区区則則武武本本通通11--3311 ℡℡  005522--448811--55554411

℡℡  005522--448811--77220000

令令和和66年年 令令和和66年年 一一般般社社団団法法人人大大阪阪府府環環境境水水質質指指導導協協会会

88//2266 ((月月)) ～～ 99//77 ((土土)) 77//1155 ((月月)) ～～ 77//2266 ((金金)) 〒〒559911--88003322 ＰＰＬＬＰＰ会会館館

令令和和66年年 令令和和66年年 堺堺市市北北区区百百舌舌鳥鳥梅梅町町11丁丁2244--33 ℡℡  0066--66335511--55886600

1122//99 ((月月)) ～～ 1122//2211 ((土土)) 1100//2288 ((月月)) ～～ 1111//88 ((金金)) ℡℡  007722--225566--11005566

公公益益社社団団法法人人香香川川県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒776611--88001122 ササンンメメッッセセ香香川川  ２２階階中中会会議議室室

1122//22 ((月月)) ～～ 1122//1144 ((土土)) 1100//2211 ((月月)) ～～ 1111//11 ((金金)) 高高松松市市香香西西本本町町11--110066 ℡℡  008877--886699--33333333

℡℡  008877--888811--66660000

令令和和66年年 令令和和66年年

66//2244 ((月月)) ～～ 77//66 ((土土)) 55//1133 ((月月)) ～～ 55//2244 ((金金)) 一一般般財財団団法法人人福福岡岡県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒881111--22441122 福福岡岡生生活活衛衛生生食食品品会会館館

99//22 ((月月)) ～～ 99//1144 ((土土)) 77//2222 ((月月)) ～～ 88//22 ((金金)) 糟糟屋屋郡郡篠篠栗栗町町大大字字乙乙犬犬996666--77 ℡℡  009922--665511--55555533

令令和和77年年 令令和和77年年 ℡℡  009922--994477--11880000

33//33 ((月月)) ～～ 33//1155 ((土土)) 11//2200 ((月月)) ～～ 11//3311 ((金金))

公公益益財財団団法法人人鹿鹿児児島島県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒889900--00007733 公公益益財財団団法法人人鹿鹿児児島島県県環環境境保保全全協協会会  研研修修室室

1111//55 ((火火)) ～～ 1111//1177 ((日日)) 99//2233 ((月月)) ～～ 1100//44 ((金金)) 鹿鹿児児島島市市宇宇宿宿22--99--99 ℡℡  009999--229966--99000022

℡℡  009999--229966--99000022

※※受受講講資資格格・・・・・・学学歴歴、、実実務務経経験験等等のの資資格格のの要要件件ははあありりまませせんん。。

　　受受  講講  料料・・・・・・115533,,440000円円（（浄浄化化槽槽設設備備士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、114422,,110000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

２２．．浄浄化化槽槽設設備備士士講講習習

（（１１））対対面面のの講講習習

講講習習地地 講講習習地地事事務務局局 講講習習会会場場

公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

55//2277 ((月月)) ～～ 55//3311 ((金金)) 44//1155 ((月月)) ～～ 44//2266 ((金金)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

℡℡  0033--33663355--44888822

※※受受講講資資格格・・・・・・１１級級又又はは２２級級管管工工事事施施工工管管理理技技士士のの資資格格をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料・・・・・・113333,,110000円円（（浄浄化化槽槽管管理理士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、112255,,440000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

（（２２））オオンンデデママンンドド講講習習

開開催催地地 講講習習地地事事務務局局 効効果果評評定定会会場場

令令和和66年年 令令和和66年年

55//2244 ((金金)) ～～ 77//1111 ((木木)) 44//1177 ((水水)) ～～ 55//11 ((水水))

77//1188 ((木木))

令令和和66年年 令令和和66年年

77//1177 ((水水)) ～～ 99//33 ((火火)) 66//99 ((日日)) ～～ 66//2233 ((日日))

99//1100 ((火火))

公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

88//2211 ((水水)) ～～ 1100//88 ((火火)) 77//1144 ((日日)) ～～ 77//2288 ((日日)) 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

1100//1155 ((火火)) ℡℡  0033--33663355--44888822

令令和和66年年 令令和和66年年

99//2266 ((木木)) ～～ 1111//1133 ((水水)) 88//2211 ((水水)) ～～ 99//44 ((水水))

1111//2200 ((水水))

令令和和66年年 令令和和66年年

1100//2222 ((火火)) ～～ 1122//99 ((月月)) 99//1144 ((土土)) ～～ 99//2288 ((土土))

1122//1166 ((月月))

※※受受講講資資格格・・・・・・１１級級又又はは２２級級管管工工事事施施工工管管理理技技士士のの資資格格をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料・・・・・・113333,,110000円円（（浄浄化化槽槽管管理理士士資資格格取取得得者者でで受受講講一一部部免免除除選選択択のの方方はは、、112255,,440000円円））

　　申申請請方方法法・・・・・・公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターーののホホーームムペペーージジかかららオオンンラライインン申申請請シシスステテムムにによよりり申申請請ししててくくだだささいい。。

令令和和６６年年度度　　浄浄化化槽槽管管理理士士講講習習・・浄浄化化槽槽設設備備士士講講習習
    おおよよびび各各種種講講習習会会ののごご案案内内

令令和和６６年年度度実実施施のの各各種種講講習習会会のの開開催催ににつついいてておお知知ららせせいいたたししまますす。。
講講習習会会のの受受講講をを希希望望さされれるる方方はは、、各各受受付付機機関関ままででごご連連絡絡くくだだささいい。。

ななおお、、詳詳細細はは当当教教育育セセンンタターーホホーームムペペーージジででごご確確認認くくだだささいい。。

福福岡岡県県

愛愛知知県県

大大阪阪府府

講講習習期期間間 オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

宮宮城城県県

東東京京都都

オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

香香川川県県

鹿鹿児児島島県県

東東京京都都

講講習習期期間間

講講習習期期間間

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

効効果果評評定定日日

オオンンラライインン申申請請受受付付期期間間

東東京京都都
（（予予定定

））

３３．．浄浄化化槽槽技技術術管管理理者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

公公益益社社団団法法人人宮宮城城県県生生活活環環境境事事業業協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒998833--00003355 ホホテテルルククレレセセンントト

1122//44 ((水水)) ～～ 1122//66 ((金金)) 1100//2211 ((月月)) ～～ 1111//11 ((金金)) 仙仙台台市市宮宮城城野野区区日日のの出出町町22--55--1155 ℡℡  002222--339977--33111111

℡℡  002222--778833--88007700

令令和和66年年 令令和和66年年 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー       

88//2211 ((水水)) ～～ 88//2233 ((金金)) 77//88 ((月月)) ～～ 77//1199 ((金金)) 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

1100//2233 ((水水)) ～～ 1100//2255 ((金金)) 99//1177 ((火火)) ～～ 99//2277 ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

一一般般社社団団法法人人愛愛知知県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒445533--00001177 中中産産連連ビビルル

77//2233 ((火火)) ～～ 77//2255 ((木木)) 66//1100 ((月月)) ～～ 66//2211 ((金金)) 名名古古屋屋市市中中村村区区則則武武本本通通11--3311 ℡℡  005522--993311--99443311

℡℡  005522--448811--77220000

一一般般社社団団法法人人大大阪阪府府環環境境水水質質指指導導協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒559911--88003322 ＰＰＬＬＰＰ会会館館

1111//1122 ((火火)) ～～ 1111//1144 ((木木)) 99//3300 ((月月)) ～～ 1100//1111 ((金金)) 堺堺市市北北区区百百舌舌鳥鳥梅梅町町11丁丁2244--33 ℡℡  0066--66335511--55886600

℡℡  007722--225566--11005566

一一般般財財団団法法人人福福岡岡県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和77年年 令令和和66年年 〒〒881111--22441122 福福岡岡生生活活衛衛生生食食品品会会館館

11//2222 ((水水)) ～～ 11//2244 ((金金)) 1122//22 ((月月)) ～～ 1122//1133 ((金金)) 糟糟屋屋郡郡篠篠栗栗町町大大字字乙乙犬犬996666--77 ℡℡  009922--665511--55555533

℡℡  009922--994477--11880000

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽管管理理士士のの資資格格をを有有ししてていいるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・5566,,440000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、各各講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

４４．．浄浄化化槽槽検検査査員員講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

令令和和66年年 令令和和66年年 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

99//33 ((火火)) ～～ 99//99 ((月月)) 77//2222 ((月月)) ～～ 88//22 ((金金)) 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和77年年 令令和和66年年 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

11//1155 ((水水)) ～～ 11//2211 ((火火)) 1122//22 ((月月)) ～～ 1122//1133 ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

※※受受講講資資格格

　　　　アア．．浄浄化化槽槽管管理理士士

　　　　イイ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく大大学学（（短短期期大大学学をを除除くく））ままたたはは旧旧大大学学令令にに基基づづくく大大学学のの理理学学、、薬薬学学、、工工学学、、農農学学、、ままたたははここれれららにに相相当当すするる

　　　　　　課課程程をを修修めめてて卒卒業業ししたた者者。。

　　　　ウウ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく大大学学（（短短期期大大学学をを除除くく））ままたたはは旧旧大大学学令令にに基基づづくく大大学学をを卒卒業業ししたた後後、、２２年年以以上上浄浄化化槽槽にに関関すするる技技術術上上のの実実務務

　　　　　　にに従従事事ししたた経経験験をを有有すするる者者。。

　　　　エエ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく短短期期大大学学ももししくくはは高高等等専専門門学学校校ままたたはは旧旧専専門門学学校校令令にに基基づづくく専専門門学学校校のの理理学学、、薬薬学学、、工工学学、、農農学学ままたたははここれれ

　　　　　　ららにに相相当当すするる課課程程をを修修めめてて卒卒業業ししたた後後、、２２年年以以上上浄浄化化槽槽にに関関すするる技技術術上上のの実実務務にに従従事事ししたた経経験験をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料

　　　　((１１))上上記記「「受受講講資資格格」」にに掲掲げげるるアアにに該該当当すするる者者（（初初日日、、２２日日目目免免除除にによよりり３３日日目目かからら受受講講））はは、、9944,,880000円円

　　　　((２２))上上記記「「受受講講資資格格」」にに掲掲げげるるアアにに該該当当すするる者者でで初初日日かからら受受講講をを希希望望すするる者者ととイイ、、ウウ及及びびエエにに該該当当すするる者者はは、、111199,,330000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

５５．．浄浄化化槽槽清清掃掃技技術術者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人日日本本環環境境保保全全協協会会

〒〒110022--00007733

千千代代田田区区九九段段北北11--1100--99　　九九段段VVIIGGAASSビビルル

℡℡0033--33226644--77993355

全全国国環環境境整整備備事事業業協協同同組組合合連連合合会会

令令和和77年年 令令和和66年年 〒〒110000--00001144 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

11//2288 ((火火)) ～～ 22//55 ((水水)) 1100//2211 ((月月)) ～～ 1100//2288 ((月月)) 千千代代田田区区永永田田町町22--1177--
1177　　アアイイオオスス永永田田町町661122号号室室

℡℡  0033--33663355--44888822

℡℡0033--66445533--00660077

全全国国一一般般廃廃棄棄物物環環境境整整備備協協同同組組合合連連合合会会

〒〒110011--00004411

千千代代田田区区神神田田須須田田町町11--2244　　神神田田AAKKビビルル55階階BB

℡℡0033--55220077--55779955

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃実実務務経経験験年年数数がが、、現現在在（（申申請請時時））かからら過過去去２２年年以以上上ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・110044,,220000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、各各受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

６６．．浄浄化化槽槽清清掃掃実実務務者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人徳徳島島県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒777799--33660011 徳徳島島県県教教育育会会館館

77//1133 ((土土)) ～～ 77//1144 ((日日)) 66//33 ((月月)) ～～ 66//1144 ((金金)) 美美馬馬市市脇脇町町字字拝拝原原22775599--11　　㈱㈱岩岩本本総総業業内内 ℡℡  008888--663333--11551111

℡℡  00888833--5533--11223333

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃業業務務にに従従事事ししてていいるる者者ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・2211,,660000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

７７．．ココンンパパククトト型型浄浄化化槽槽のの清清掃掃のの実実務務にに関関すするる講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

宮宮崎崎県県環環境境保保全全事事業業連連合合会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒888800--00885566 宮宮崎崎県県技技能能検検定定セセンンタターー

99//2211 ((土土)) 88//1133 ((火火)) ～～ 88//2233 ((金金)) 宮宮崎崎市市日日ノノ出出町町225533 ℡℡  00998855--5588--11555511

℡℡  00998855--2255--77664455

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃業業務務にに従従事事ししてていいるる者者ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・1100,,880000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

講講習習期期間間

宮宮崎崎県県

宮宮城城県県

大大阪阪府府

東東京京都都

愛愛知知県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

徳徳島島県県

東東京京都都

福福岡岡県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

東東京京都都

受受付付期期間間

講講習習期期間間 受受付付期期間間

講講習習期期間間 受受付付期期間間
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８８．．ココンンパパククトト型型浄浄化化槽槽のの清清掃掃のの実実務務にに関関すするる講講習習会会ⅡⅡ

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人徳徳島島県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒777799--33660011 徳徳島島県県教教育育会会館館

1100//1155 ((火火)) 99//22 ((月月)) ～～ 99//1133 ((金金)) 美美馬馬市市脇脇町町字字拝拝原原22775599--11　　㈱㈱岩岩本本総総業業内内 ℡℡  008888--663333--11551111

℡℡  00888833--5533--11223333

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃業業務務にに従従事事ししてていいるる者者ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・1177,,440000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

９９．．モモアアココンンパパククトト型型浄浄化化槽槽にに関関すするる講講習習会会ⅠⅠ

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人群群馬馬県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒337711--00884466 群群馬馬県県公公社社総総合合ビビルル  １１階階西西研研修修室室

1100//55 ((土土)) 88//2266 ((月月)) ～～ 99//66 ((金金)) 前前橋橋市市元元総総社社町町11112200--11 ℡℡  002277--225555--11116666

℡℡  002277--221122--22333333

宮宮崎崎県県環環境境保保全全事事業業連連合合会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒888800--00885566 宮宮崎崎県県技技能能検検定定セセンンタターー

99//2222 ((日日)) 88//1133 ((火火)) ～～ 88//2233 ((金金)) 宮宮崎崎市市日日ノノ出出町町225533 ℡℡  00998855--5588--11555511

℡℡  00998855--2255--77664455

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽関関係係技技術術者者

　　受受  講講  料料・・・・・・1100,,000000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、各各講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

徳徳島島県県

群群馬馬県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

宮宮崎崎県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

３３．．浄浄化化槽槽技技術術管管理理者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

公公益益社社団団法法人人宮宮城城県県生生活活環環境境事事業業協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒998833--00003355 ホホテテルルククレレセセンントト

((水水)) ～～ ((金金)) ((月月)) ～～ ((金金)) 仙仙台台市市宮宮城城野野区区日日のの出出町町22--55--1155 ℡℡  002222--339977--33111111

℡℡  002222--778833--88007700

令令和和66年年 令令和和66年年 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

((水水)) ～～ ((金金)) ((月月)) ～～ ((金金)) 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和66年年 令令和和66年年 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

((水水)) ～～ ((金金)) ((火火)) ～～ ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

一一般般社社団団法法人人愛愛知知県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒445533--00001177 中中産産連連ビビルル

((火火)) ～～ ((木木)) ((月月)) ～～ ((金金)) 名名古古屋屋市市中中村村区区則則武武本本通通11--3311 ℡℡  005522--993311--99443311

℡℡  005522--448811--77220000

一一般般社社団団法法人人大大阪阪府府環環境境水水質質指指導導協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒559911--88003322 ＰＰＬＬＰＰ会会館館

((火火)) ～～ ((木木)) ((月月)) ～～ ((金金)) 堺堺市市北北区区百百舌舌鳥鳥梅梅町町11丁丁2244--33 ℡℡  0066--66335511--55886600

℡℡  007722--225566--11005566

一一般般財財団団法法人人福福岡岡県県浄浄化化槽槽協協会会

令令和和77年年 令令和和66年年 〒〒881111--22441122 福福岡岡生生活活衛衛生生食食品品会会館館

((水水)) ～～ ((金金)) ((月月)) ～～ ((金金)) 糟糟屋屋郡郡篠篠栗栗町町大大字字乙乙犬犬996666--77 ℡℡  009922--665511--55555533

℡℡  009922--994477--11880000

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽管管理理士士のの資資格格をを有有ししてていいるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・5566,,440000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、各各講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

４４．．浄浄化化槽槽検検査査員員講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

令令和和66年年 令令和和66年年 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

((火火)) ～～ ((月月)) ((月月)) ～～ ((金金)) 〒〒113300--00002244 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

令令和和77年年 令令和和66年年 墨墨田田区区菊菊川川22--2233--33 ℡℡  0033--33663355--44888822

((水水)) ～～ ((火火)) ((月月)) ～～ ((金金)) ℡℡  0033--33663355--44888822

※※受受講講資資格格

　　　　アア．．浄浄化化槽槽管管理理士士

　　　　イイ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく大大学学（（短短期期大大学学をを除除くく））ままたたはは旧旧大大学学令令にに基基づづくく大大学学のの理理学学、、薬薬学学、、工工学学、、農農学学、、ままたたははここれれららにに相相当当すするる

　　　　　　課課程程をを修修めめてて卒卒業業ししたた者者。。

　　　　ウウ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく大大学学（（短短期期大大学学をを除除くく））ままたたはは旧旧大大学学令令にに基基づづくく大大学学をを卒卒業業ししたた後後、、２２年年以以上上浄浄化化槽槽にに関関すするる技技術術上上のの実実務務

　　　　　　にに従従事事ししたた経経験験をを有有すするる者者。。

　　　　エエ．．学学校校教教育育法法にに基基づづくく短短期期大大学学ももししくくはは高高等等専専門門学学校校ままたたはは旧旧専専門門学学校校令令にに基基づづくく専専門門学学校校のの理理学学、、薬薬学学、、工工学学、、農農学学ままたたははここれれ

　　　　　　ららにに相相当当すするる課課程程をを修修めめてて卒卒業業ししたた後後、、２２年年以以上上浄浄化化槽槽にに関関すするる技技術術上上のの実実務務にに従従事事ししたた経経験験をを有有すするる者者。。

　　受受  講講  料料

　　　　((１１))上上記記「「受受講講資資格格」」にに掲掲げげるるアアにに該該当当すするる者者（（初初日日、、２２日日目目免免除除にによよりり３３日日目目かからら受受講講））はは、、9944,,880000円円

　　　　((２２))上上記記「「受受講講資資格格」」にに掲掲げげるるアアにに該該当当すするる者者でで初初日日かからら受受講講をを希希望望すするる者者ととイイ、、ウウ及及びびエエにに該該当当すするる者者はは、、111199,,330000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

５５．．浄浄化化槽槽清清掃掃技技術術者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人日日本本環環境境保保全全協協会会

〒〒110022--00007733

千千代代田田区区九九段段北北11--1100--99　　九九段段VVIIGGAASSビビルル

℡℡0033--33226644--77993355

全全国国環環境境整整備備事事業業協協同同組組合合連連合合会会

令令和和77年年 令令和和66年年 〒〒110000--00001144 公公益益財財団団法法人人日日本本環環境境整整備備教教育育セセンンタターー

((火火)) ～～ ((水水)) ((月月)) ～～ ((月月)) 　　千千代代田田区区永永田田町町22--1177--1177アアイイオオスス永永田田町町661122号号室室 ℡℡  0033--33663355--44888822

℡℡0033--66445533--00660077

全全国国一一般般廃廃棄棄物物環環境境整整備備協協同同組組合合連連合合会会

〒〒110011--00004411

千千代代田田区区神神田田須須田田町町11--2244　　神神田田AAKKビビルル55階階BB

℡℡0033--55220077--55779955

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃実実務務経経験験年年数数がが、、現現在在（（申申請請時時））かからら過過去去２２年年以以上上ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・110044,,220000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、各各受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

６６．．浄浄化化槽槽清清掃掃実実務務者者講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

一一般般社社団団法法人人徳徳島島県県環環境境保保全全協協会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒777799--33660011 徳徳島島県県教教育育会会館館

((土土)) ～～ ((日日)) ((月月)) ～～ ((金金)) 美美馬馬市市脇脇町町字字拝拝原原22775599--11　　㈱㈱岩岩本本総総業業内内 ℡℡  008888--663333--11551111

℡℡  00888833--5533--11223333

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃業業務務にに従従事事ししてていいるる者者ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・2211,,660000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

７７．．ココンンパパククトト型型浄浄化化槽槽のの清清掃掃のの実実務務にに関関すするる講講習習会会

講講習習地地 受受付付機機関関 講講習習会会場場

宮宮崎崎県県環環境境保保全全事事業業連連合合会会

令令和和66年年 令令和和66年年 〒〒888800--00885566 宮宮崎崎県県技技能能検検定定セセンンタターー

((土土)) ((火火)) ～～ ((金金)) 宮宮崎崎市市日日ノノ出出町町225533 ℡℡  00998855--5588--11555511

℡℡  00998855--2255--77664455

※※受受講講資資格格・・・・・・浄浄化化槽槽のの清清掃掃業業務務にに従従事事ししてていいるる者者ででああるるこことと。。

　　受受  講講  料料・・・・・・1100,,880000円円

　　申申  請請  書書・・・・・・無無料料、、講講習習地地のの受受付付機機関関よよりり入入手手ししててくくだだささいい。。

講講習習期期間間

宮宮崎崎県県

宮宮城城県県

大大阪阪府府

東東京京都都

愛愛知知県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

徳徳島島県県

東東京京都都

福福岡岡県県

講講習習期期間間 受受付付期期間間

東東京京都都

受受付付期期間間

講講習習期期間間 受受付付期期間間

講講習習期期間間 受受付付期期間間
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　３月 27 日に開催した 2023 年第 52 回理事会において、2024 年
度事業計画案が承認されました。概要は次のとおりです。

◎浄化槽ビジョンの PR、推進

◎災害協定の締結

１．全浄連の新たなる 1年へ向けての今年度の主な事業

　（1）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽の転換のより強力な推進

　（2）全国の都道府県における協議会の設立

　（3）浄化槽システムの脱炭素化推進事業の継続とその充実

　（4）浄化槽台帳整備の更なる推進及び業界全体のデジタル化の推進

　（5）浄化槽に関する情報の収集、発信（ホームページ・全浄連ニュー

　　 スの充実）

２．継続事業

　（1）機能保証制度事業

　（2）管理士研修会事業

　（3）環境省委託事業（トップセミナー等）

　（4）出版物事業

　（5）教育センター協力事業

　（6）水環境保全助成事業（NPO ／学生を対象）

３．今年度、新たに取り組む事業

　（1）浄化槽設備士研修会

　（2）避難所トイレシステムの推進、拡大

　（3）下水道や集落排水施設からの浄化槽への転換の促進

　（4）浄化槽の信頼向上（警報装置・設置者とのコミュニケーション）

　（5）浄化槽の技術向上（ディスポーザー対応）

４．全浄連　決議案、要望書について　要望活動の推進

2024 年度事業計画
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全浄連関係機関・団体との会議等報告

月　日 摘　　　要 会　　　場

1 月 9 日 日本廃棄物団体連合会 令和 6年新年賀詞交換会 アルカディア市ヶ谷

1月 17 日 全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会 新春懇談会 海運クラブ

1月 19 日 令和 5年度浄化槽トップセミナー鹿児島 ホテル自治会館

1月 26 日 （公社）宮城県生活環境事業協会 令和 6年新春セミナー ホテル白萩

2月 1日 鹿児島県環境整備事業協同組合 創立 50 周年記念式典 城山ホテル鹿児島

4月 27 日 公明党石川県本部 団体政策要望懇談会 ホテル金沢

全浄連・会務報告

月　日 摘　　　要 会 場 ・ 訪 問 先

1 月 23 日  「第 4回正副会長会」（対面会議） ホテルグランドヒル市ヶ谷

1月 25 日  「第 3回事業委員会」（対面会議） ホテルグランドヒル市ヶ谷

2月 7日  「第 51 回理事会」（書面表決） 全浄連会議室

2月 22 日  「臨時総会」（書面表決） 全浄連会議室

2月27～28日  「令和 5年度事務局長会議」 ホテルグランドヒル市ヶ谷

3月 25 日  「第 6回 2023 浄化槽ビジョン検討会」（対面会議） ホテルグランドヒル市ヶ谷

3月 27 日  「第 52 回理事会」（対面・Web 併用） ホテルグランドヒル市ヶ谷

4月 17 日  「第 7回 2023 浄化槽ビジョン検討会」（対面会議） ホテルグランドヒル市ヶ谷

4月 30 日  「第 1回事業委員会」（Web 会議） 全浄連会議室



場所を選ばず連続DO測定

測定中は置きっぱなしでOK
（一定流速が必要）

測定終了後はアプリでデータ取得
グラフ表示やメール転送も可能

TEL：0120-67-2827
受付 9:00 ～17:20（月～金）

〒443-0011 愛知県蒲郡市豊岡町石田1-1
Email：eigyou@iijima-e.co.jp　https://www.iijima-e.co.jpお気軽にお試しください

テスト器貸出
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